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【事務局発言者】 

天田 聖 JICA 企画部業務企画第二課課長 

渡辺 泰介 JICA 審査部次長 

杉本 聡 JICA 審査部環境社会配慮審査第一課課長 

上條 哲也 JICA 審査部環境社会配慮審査第二課課長 

 

【事務局以外の JICA 発言者】 

植嶋 卓巳 JICA 企画部次長 

岡崎 克彦 JICA 審査部部長 

 

 

午後１時０７分 開会 

 

開   会 

 

○原科座長 それでは、時間を少し過ぎておりますので開始いたします。第２４回の有識

者委員会を開会いたします。 

 議題は「新ガイドラインの素案について」になりますが、まず、お手元の資料がござい

ます。ＪＩＣＡから修正案が示されております。それから、コメントを、堀田委員、中委

員、満田委員のお三方からいただいております。 

 

議   題 

（１）新ガイドライン素案について 

 

○原科座長 それでは、きょうは順次参りたいと思います。お手元にそれぞれガイドライ

ンの素案とか中間報告も御準備いただいていると思いますので、それを見ながら進めてく

ださい。 

 では、まず「序」の部分から参ります。 

 前回ざっと御説明いただいて、クラリフィケーションを行いましたけれども、以下、順

次中身について検討してまいります。「序」に関しましては、まずＪＩＣＡから、前回の
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クラリフィケーションにかかわるところで対応の方法について資料をいただきましたので、

これを御紹介いただけますか。 

○事務局（上條） それでは、上條から御説明させていただきます。 

 修正案を見ていただきたいのですけれども、「序」については１番と２番の対応を御提

案いたします。 

 １つ目は、前回、社会影響ですとか人権宣言ですとか民主主義ということを「序」の中

でも言及した方がいいのではないかという御指摘がありまして、これについては、１．１

の「理念」に該当する記述はあるのですけれども、何かある程度決まった文章を使った方

がいいのではないかと思いまして、ＪＢＩＣのガイドラインの前書きの２つ目のパラ、素

案の１ページの右側にありますが、「環境社会配慮とは」という文章がありまして、それ

を、素案の４つ目のパラに「ＯＤＡの実施にあたっては」とありますけれども、その前に

「そもそも、」という言葉を足して、「そもそも、環境社会配慮とは、自然のみならず、

非自発的住民移転や……に配慮することを言う」というのを入れたらいいのではないか。

もちろん、もし入れなくてもということになれば入れなくてもいいのですけれども。その

ような提案を１つ目はいたしました。 

 ２つ目ですけれども、５年以内の見直しと１０年以内の包括的検討ということがあるの

ですけれども、その両方が改定にかかるような表現にするべきだという御意見をいただき

ました。この部分については、紛らわしい表現だったということもありますので、「序」

のところからは、２ページ目の左上にありますけれども、「なお」と書いてある当該部分

をここからは削除しまして、ページで言いますと素案の１３ページですけれども、２．１

０で改定のことに言及しているのですが、２．１０のパラ２の上から４行目、今は「包括

的検討を行って、その結果」という表現になっているのですけれども、ここを「包括的検

討を行う。それらの結果」ということにしまして、５年以内の見直しも含めてそれらの結

果というようにしたらどうかという提案です。 

 以上です。 

○原科座長 ありがとうございます。 

 ２カ所、今のようなことで修正してはいかがかということでございます。この件に関し

ていかがでしょうか。 

 これに関して委員の方からコメントを１ついただいております。満田委員、「序」のと

ころで、２つ目に関係するところですので、今のようなことでよろしいでしょうか。 
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○満田委員 はい、結構です。 

○原科座長 そうしますと、この部分に関してはよろしいと。 

 追加の部分もよろしいでしょうか。「世界人権宣言は、人権及び自由を尊重し確保する

ために、すべての人民とすべての国が達成すべき共通の基準を定めている」。その後に、

「そもそも」という先ほどの文章を加えるということですね。そのようなことで、中身に

ついてより具体的に書き込むことにいたします。よろしいでしょうか。 

 それでは、今の２点はそういうことにいたします。 

 「序」の部分ではもう１つございまして、満田委員から、３の「定義」のところでいろ

いろ御意見がございましたので、これについてお願いいたします。―失礼しました。

「定義」は「序」ではなくてⅠに入るのかな。１．３ですね。ちょっと飛び過ぎました。 

 では、「序」は終わりということで、Ⅰに入ります。 

 それでは、まず１．３までやりましょう。 

 そうしますと、１．３「定義」に関しまして、御意見とＪＩＣＡの対応と２つございま

すので、まず御意見をいただいてからＪＩＣＡの対応にしましょうか。 

 では、御意見をお願いします。 

○満田委員 私が出した意見は、ＪＩＣＡさんの対応のペーパーでほぼカバーされている

のかなと思っておりますが、趣旨としては、重要な用語のうち、定義が必要なもの、ぱっ

と見てわからないようなものについては、このガイドラインを一通り議論した最後にまた

洗い出して、定義のところに加えたらいかがかという趣旨でございます。 

○原科座長 それでは、この段階では今のＪＩＣＡの対応でほぼいいのではないかという

御説明でございましたけれども、では、中身を説明してください。 

○事務局（上條） １．３の「定義」につきましては、お手元の資料の３と４と５に書い

てあるのですが、３は満田さんのおっしゃることと全く同じでして、幾つかの言葉の質問

ですとか、追加した方がいいとか、定義の確認が必要だという御指摘をここに書いてある

ような言葉でいただいているのですけれども、議論する中でなくなったりする言葉も出て

くると思いますので、議論した結果整理したいということが３です。４と５は、整理する

必要はあるのですけれども、一方、明らかに重要だということで、追加した方がいいと判

断できる言葉としまして４の「協力プログラム」と５の「プロジェクト形成」ということ

を認識していまして、その定義の言葉としてここに書いてあることを提案させていただき

たいと思っています。「「協力プログラム」とは、特定の開発目標達成を支援するための
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協力目標とそれを達成するための適切な協力シナリオをいう」。「プロジェクト形成」に

ついては、「「プロジェクト形成」とは、協力準備調査のうち、有償資金協力、無償資金

協力又は技術協力プロジェクトの個別案件の発掘・形成及び妥当性・有効性・効率性等の

確認を行うものをいう」ということを提案いたします。 

○原科座長 今のようなことで、「定義」のところはこのような修正を加えたいというこ

とでございます。よろしいでしょうか。 

 それでは、これは全体がまとまったら、一番最後の段階、でき上がった段階で再度確認

すればいいと思いますので、一応きょうはこういうことにいたします。 

 次は１．４、１．５に参りたいと思います。 

 １．４、１．５にかかわりましては、１．５「ＪＩＣＡの責務」についての対応、それ

から御意見も１．５に関して出ておりますが、ほかにも１．４、１．５でございましたら

御発言いただきたいと思います。 

 まず、１．４、１．５で示されております満田委員からの御意見を御紹介ください。

「ＪＩＣＡの責務」の部分です。 

○満田委員 済みません、その前に１点コメントをし忘れてしまったのですが。 

○原科座長 では、どうぞ。 

○満田委員 １．４の重要事項のところでございます。 

○原科座長 それでは、１．４に戻ります。 

○満田委員 ここについて、前回、重要事項３の現ＪＩＣＡのフォローアップについては

削除しましたという御説明を受けたのですね。私としては、フォローアップに該当する現

ＪＩＣＡの枠組みでかなり重要な位置を占めているのがモニタリングかと考えておりまし

て、このモニタリングの重要性については、ＪＩＣＡ側もモニタリングを強化していくの

だというような御姿勢を御説明いただきましたし、中間報告書でもモニタリングは強化す

べきだというような内容になっておりましたので、ぜひこの重要事項の中に、モニタリン

グを強化するですとか、とにかくモニタリングというフェーズをきっちり環境社会面でも

見ていくんですよということを掲載していただきたいなと考えております。 

○原科座長 この件はどういたしましょう。そういう対応でよろしいですか。 

○事務局（杉本） 表現等については検討させていただきますが、そういった形のものを

反映できるように内部で検討いたします。 

○原科座長 それでは、表現等の御検討をいただくことにいたします。 
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○事務局（渡辺） 趣旨を確認させていただきたいのですけれども、この重要事項は特定

の段階に絞った言及は余りしておりませんで、どちらかというと全体、一般的に適用され

るような項目を取り上げているのですけれども、何かあえてモニタリングのステージだけ

を取り上げる必要があるのでしょうか。 

○満田委員 モニタリングステージだけではなくて、重要事項２などを見ますと、早期の

段階から環境社会配慮を実施する。要は、流れとしては、早期の段階からモニタリングの

段階まで各段階で、当たり前のことではあるのですが、環境社会配慮を行うのだという姿

勢を打ち出された方がいいのかなと考えた次第です。なお、現行のＪＩＣＡのガイドライ

ンでもこの重要事項の取り扱いは同じ考え方なのですが、「フォローアップ」というのを

入れておりまして、やはり意思決定した後の段階も重要なのだということを注意喚起する

ために入れたらいかがかと思いました。 

○事務局（渡辺） そうすると、必ずしもモニタリング段階だけ注意しろという御趣旨で

はなくて、準備段階から実施段階まで含めた取り組みをやっていくという御趣旨でしょう

か。 

○満田委員 考えとしてはそうなのですが、今、重要事項２で早期段階というのが入って

いるので、モニタリングというものの重要性も言及したらどうかと考えています。 

○原科座長 そうすると、重要事項２の次に新しい項目、３として「モニタリング」とい

う項目を挙げたいということですね。 

○満田委員 そうですね。場所としてはそこがいいのではないかと考えました。 

○原科座長 そして今の３以降が４、５、６、７、８と番号が送りになる、そのような対

応ですね。特にモニタリングにポイントを当てたいと。 

○満田委員 はい。 

○事務局（杉本） 済みません、確認をよろしいでしょうか。同じことを別な言葉での確

認になってしまうかもしれないですが、心としては、ガイドラインの中で、特に審査段階

での環境レビューにおける手続がいろいろと書いてあるのですけれども、それのみならず、

実施も含めた段階についても重要な事項として着目していく、こういうことでも意図とし

ては違っていないということでよろしいでしょうか。 

○満田委員 はい、そうです。 

○原科座長 よろしいですか。 

 それでは、１．４に関してはそのようなことで、文言を考えてください。 
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 では、１．５に行きます。「ＪＩＣＡの責務」。 

○中委員 ちょっとその前に。 

 一言意見を述べさせていただきます。重要事項７の「迅速性に配慮する」という文言を

基本方針として記載していただきました。中間報告でも記載していただいており、基本方

針にも入れていただいたということを非常に高く評価します。この点は民間にとって大変

重要な視点であると考えており、素案にもぜひ反映していただきたいということを、コメ

ントさせていただきます。 

○原科座長 中委員からは、きょう資料を、「迅速化を促進する上で支障とならない確認

内容および手続きの確保について」という御意見もいただいておりますので、これもごら

んいただきたいと思います。 

○高梨委員 今の補足で、私どもの希望は、できれば「迅速化の要請に対処する」の前に

例えば「事業実施に向けた」という用語を入れていただきたい。迅速化というのは何かと

いうのがここだと若干不透明な感じもします。今、大きくＯＤＡが問われているのは、事

業実施に向けた手続その他に物すごく時間がかかってなかなか迅速化が図れないというと

ころですので、そんな言葉を入れていただければよりはっきりするかなと思っています。 

○原科座長 「事業実施に向けた迅速化の要請に対処する」、そのような表現にしてもら

いたいということですね。 

 これに関してはいかがでしょうか。 

○事務局（天田） 今の御趣旨は、事業の準備というだけではなくて事業の実施も含んで

全体をということでございますでしょうか。その趣旨で少し言葉は考えさせていただきた

いと思います。 

○原科座長 今のようなことでよろしいでしょうか。環境社会配慮がおろそかになっては

いけないので、逆にそちらの方も十分注意して考えないといけない。そうすると、「環境

社会配慮を行いつつ」というのも表現を変えないとバランスがとれない感じがしますね。

「十分な環境社会配慮を行い」と、「十分な」とやりましょうか。そうしないとバランス

がとれない。―要らない？では、もとのままでいいかな。私はそれが一番心配で、環境

社会配慮がおろそかになっては元も子もなくなってしまいますので、それはやはりきちん

としておかないとぐあいが悪いと思いますね。手続の迅速化はむしろ当たり前なので、こ

こであえてこれを書くとちょっと変なことになってしまうと思いますから。そんな心配も

しております。 
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 では、その辺は総合的に判断して文言を工夫してみてください。 

 １．４のところでほかに何かございますでしょうか。―よろしいでしょうか。 

 それでは、１．５「ＪＩＣＡの責務」のところで御意見をいただきたいと思います。堀

田委員からもいただいていますね。堀田委員と満田委員。 

 では、まず満田委員から御説明いただいて、後で堀田委員の御意見を御紹介します。 

○満田委員 １．５の「ＪＩＣＡの責務」のパラ２です。５ページですね。そこに「協力

事業を開始する際に」という言葉が入っているのですが、これは、意図としては、スクリ

ーニングの段階というのは協力事業の準備段階、検討の段階なのかなと理解しております

ので、修文案といたしまして、「協力事業の検討を開始する際に」ということを提案させ

ていただきます。理由としては、「開始する際」としたときに、協力事業についてもう意

思決定をした後、いよいよ事業実施かなと読者に誤解されてしまうおそれがあるためです。 

○原科座長 この点はいかがでしょう。 

○事務局（上條） ウェブサイトを見ていただければわかりますけれども、調査をすると

きからカテゴリ分類していまして、「実施」という言葉を使っていないというのもそうい

う気持ちです。ですから、「開始する際」という言葉を使ったのは、現行であれば「要請

がなされた際に」というところだったのですが、要請がない場合もあるのでどうしましょ

うかということで、それを置きかえる言葉として「開始する際に」としました。ですから、

もちろん調査をする準備段階も含まれるということです。先ほど、含まれないかもしれな

いとおっしゃいましたけれども、含まれるということです。 

○満田委員 意図としてはもちろんわかっているのですが、要は、「協力事業を開始」と

いうときに読み手が何を思い浮かべるかなというところです。私が前後の文脈なしにこれ

を見ると、事業の開始というのはもっと後ろの段階のことを思い浮かべてしまうというこ

とで、ガイドラインを通して読めばそういう誤解はないと思うのですが、ここだけを読ん

だ人のためにも、準備の段階ですよということがわかるようにした方がよろしいかと思い

ました。 

○原科座長 今のはいいですか。「の検討を開始する」の表現で。 

○事務局（上條） 私一人では決められないですけれども、相談はします。 

○原科座長 では、その辺は対応していただくということでいいと思います。 

 今の件はいいですね。 

 それでは、堀田委員から別の件ですが、お手元に資料がございますのでごらんいただき
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たいのですが、きょうは御都合で出席できませんので、意見を事前にいただいております。

１．５の「ＪＩＣＡの責務」の第３項です。ごらんいただきたいと思います。 

 「相手国と共同して」という表現を削除することになりまして、ここに書いてございま

すように、それには合理性が認められると。しかしながらということで以下の懸念を示し

ておられまして、もうちょっと表現を工夫してもらいたいということです。懸念は、「プ

ロジェクトの計画を策定する際に、環境社会配慮調査を行い報告書を作成するよう相手国

等を支援する」のそれぞれの行為主体が明確でないということで、仮に「プロジェクトの

計画を策定する際に、（相手国等が）環境社会配慮調査を行い（相手国等が）報告書を作

成するよう（ＪＩＣＡは）相手国等を支援する」と解釈しますと、ＪＩＣＡは環境社会配

慮調査の主体でもないことになります。ということで、「環境社会配慮の支援」の中身と

いいますか定義は、「相手国等に対し、環境社会配慮調査の実施……等の協力を行うこと

をいう」は誤解の余地があると。そこで、むしろ「「環境社会配慮の支援」とは、相手国

等による、環境社会配慮調査の実施……等に協力することをいう」等の表現の方がわかり

やすいと。つまり、ＪＩＣＡが支援で調査を一緒にやるわけですから、その辺のＪＩＣＡ

の責任があいまいになってしまうとぐあいが悪い。こういう声は現場から私もあちこちで

聞いておりますので、堀田委員がおっしゃるのと同じように感じます。 

 「ところで上記ⅱの解釈に伴うより実質的な問題は、ＪＩＣＡが協力準備調査を実施す

る際に、その一部として環境社会配慮調査を含めることが論理的な矛盾になってしまう点

にある。現実問題として今後ＪＩＣＡが実施する協力準備調査に環境社会配慮調査を調査

委託先に対するＴＯＲから除くことは考えにくい。仮に協力準備調査に環境社会配慮調査

を含める場合、手続的に「ＪＩＣＡの環境社会配慮調査報告書を参考に相手国等が自らの

環境社会配慮調査報告書を作成した」と主張したとしても、実体として両報告書がほぼ同

一であると認められた場合には上記ⅰ②の目標を達成しない」。 

 そんなことで、「ＪＩＣＡは環境社会配慮調査の主体でないという趣旨を項目間に齟齬

が生じないように統一したとしても現実と乖離したガイドラインができあがる。したがっ

て上記ⅱの解釈通りに原則を統一すること自体に問題があると考えるべきである」という

ことです。 

 結論としては、最後の４行に書いていますけれども、「以上より、標記１．５の第３項

は「相手国（等）と共同して」という表現を残しつつ、相手国等の主体性を強調する表現

に変更すべきと考える。上記ⅰ②の問題は、ＪＩＣＡの環境社会配慮調査に係る主体的責
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任を完全に放棄するより、むしろＪＩＣＡの審査機構を適切に構築することによって解釈

すべきである」。そのような御意見でございます。「共同して」というところの表現です

が、そんなことでございます。 

 これに関しましてはＪＩＣＡから対応が示されております。これを御説明いただきます。 

○事務局（上條） ６に書かせていただいているのですけれども、前回の説明の中では、

一義的には相手国が責任主体であるということでして、そういう趣旨で「共同して」とか

「共同作業を通じて」という言葉を取ってあります。ただ、一方、開発計画調査型技術協

力のところでは残していますという御説明をしたのですけれども、この御指摘も読ませて

いただいて、現時点では具体的にどういう文言にするかということはまだ提案できないの

ですけれども、環境社会配慮調査をＪＩＣＡが行う部分ですとか、あと、開発計画調査型

技術協力は前回も言ったとおりですけれども、そういう中で、文脈上ここは必要だろうと

いうところは残すようにしたいと思っています。 

○原科座長 それでは、文言をお考えいただいて、堀田委員が御出席のときに議論したい

と思います。それでは、この件はそのようにいたします。 

 千吉良委員、どうぞ。 

○千吉良委員 この堀田さんの御指摘は本当に厳しいところを突かれているというか、あ

っちを立てればこっちが立たずみたいなところがあって、実は我々民間の金融機関も最近

は上流部分でもアドバイザーということでかかわって、その後、融資をするときに確認と

いう形でかかわります。上流のかかわり方はもちろんＪＩＣＡさんのかかわり方とはかな

り違う部分があるのですけれども、必ず出てくるのはコンフリクトの問題で、要するに、

上流でかかわっていて下流で融資できないというような話はなかなか通りにくい部分があ

って、堀田さんも御指摘のとおり、コンフリクトの話、最もクリティカルな話だと思うの

ですけれども、「ＪＩＣＡの審査機構を適切に構築することによって解決すべきである」

と堀田さんはおっしゃっていて、要するにここのところとセットにしないと、文言だけの

問題では済まされないような気もいたしますので、コメントさせていただきました。お願

いします。 

○原科座長 上流でかかわって融資できないというのはどのようなことですか。 

○千吉良委員 上流でいろいろアドバイスして、お客さんがそのとおりやったけれども、

いざファイナンスする段になって、審査の人が目を変えて見て、やはりこれはできないと

言ったときに、あなたがこうやれと言ったんじゃないかということになって、自己矛盾に
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なってしまうのですね。中では上流でかかわっている人間がそのまま融資をするようには

なっていなくて、そこはチェック・アンド・バランスで目を変えていますので、そういう

ことはえてしてある話なのですけれども、そういった問題がえてして現場では生じている

ということでございます。 

○原科座長 そうすると、審査機構、ここでは審査諮問機関ということで設けていますが、

そういうところが一貫してかかわっていれば判断の連続性ができるということになります

か。この審査機構というのはそういうことですか。つまり、部署が変わったら変わってし

まうと困るので、第三者的な専門家の集団が一貫してかかわっていれば審査の一貫性も保

たれるであろうという意味ですか、ここでおっしゃったのは。 

○千吉良委員 必ずしもそうではなくて、第三者審査機関ももちろん上流からかかわって

くれば、下流についても一貫した意見を述べなければいけないはずでございまして、そこ

では、上流で言ってきたことをお客さんがきちんと守ったら、下流では必然的に融資せざ

るを得ない。 

○原科座長 ティアリングになりますよね。 

○千吉良委員 なってしまうと思いますね。 

○原科座長 ティアリングというのは、上の決定を下に反映するという意味ですけれども。 

 そういう意味で、私は審査機構はそういう役割もあるのかなと思います。「審査機構を

適切に構築する」というのは、そういうことが大変重要だと思います。 

 どうもありがとうございます。 

 満田委員、どうぞ。 

○満田委員 ここのパラ３についての堀田委員の御意見はよく理解できるところなのです

が、私自身は、ＪＩＣＡが言っているように、あくまで環境社会配慮の実施主体は相手側

にあり、確認する立場なのだということを、少なくとも最初の方の理念的なところでは明

確に打ち出された方がいいのかなと考えているところです。 

 加えまして、私がこのパラ３についてちょっと気になっているのは、「プロジェクトの

計画を策定する際に、環境社会配慮調査を行い報告書を作成するよう相手国等を支援す

る」、つまり支援の内容が「報告書を作成するよう」となってしまっているところ、これ

は現行ＪＩＣＡガイドラインを最小限の訂正で済ませようとした結果こうなったと思うの

ですが、調査報告書の作成よりも、「環境社会配慮が適切に実施されるよう」、あるいは

「環境社会配慮がプロジェクトの計画の中に統合されるよう」というように、この辺はＪ
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ＩＣＡとしての立場を書いているところなので、より内容面を打ち出された方がいいのか

なと考えます。 

○原科座長 例えばどんな表現になりますか。 

○満田委員 「プロジェクトの計画を策定する際に、ＪＩＣＡは環境社会配慮が適切に実

施されるよう相手国等を支援する」というような内容ではいかがでしょうか。 

○原科座長 ほかに御意見どうでしょう。そのための必要な調査を支援するとか、そのよ

うな…… 

○満田委員 調査というのはそのためのものだと考えています。 

○原科座長 いかがでしょう。そのような格好で少し表現を変えましょうか。 

○事務局（天田） 御趣旨はおっしゃるとおりかと考えてございまして、まず環境社会配

慮の主体は相手国等であり、ＪＩＣＡといたしましては、先ほども上條から申し上げまし

たように、環境社会配慮調査の実施は行いますので、そういったものを通じて相手国等を

支援してまいります。今の最終的な表現のところは検討させていただきますけれども、御

趣旨としまして、相手国が環境社会配慮の主体であって、ＪＩＣＡがその調査等を通じて

環境社会配慮をきちんと確認・支援していくのだということで表現を工夫させていただき

たいと考えます。 

○原科座長 今おっしゃったような形が近いと思います。 

 どうぞ、高梨委員。 

○高梨委員 １点だけ補足させていただきますと、これは現場ではいつも悩む問題で、地

方へ行けば行くほど、環境社会配慮に対する知識や経験が物すごく限られたカウンターパ

ートがほとんどだと。その中でどうしても調査団がリードしていかざるを得ない。さはさ

りながら、ここで言う報告書というのはＥＩＡレポートのことだと思うのですけれども、

本当はその結果をある程度縦覧するといいますか、現地である程度パブリックコンサルテ

ーション等々をするには、通常ＪＩＣＡとの契約では報告書を作成して一応それで調査団

は終わりということになるものですから、本来なら向こう政府がそれをもって再度関係者

に縦覧するという形を置いて、それでコメントをもらった形で最終的なＥＩＡをつくると

いうプロセスがあると思います。そういう面で今まではよく誤解されて、ＪＩＣＡもＥＩ

Ａレポートをつくっているのだというようなことがあったわけですけれども、そこをしっ

かり分けて、そうではなくてあくまでもそのお手伝いをするのですよということでこのよ

うな表現になったというところがありますので、そんなことも勘案して文章化していただ

 12



ければと思います。 

○原科座長 では、今の御意見も反映するような形で文言を考えてください。 

 吉田委員、どうぞ。 

○吉田副座長 今のことに関して、事業主体は当然相手国ですよね。したがって、環境社

会配慮も主体は相手国という原則だと思うのです。特にＪＩＣＡの責務というときに１つ

だけ頭に入れておかなくてはいけないのは、有償資金協力のときに起こることで、社会配

慮もうまくいかなくて、事業そのものも失敗したという場合に、途上国は借款はきちんと

返さなくてはいけないですよね。そういう意味においては、ＪＩＣＡは全く責任を問われ

ないという構造、原理を我々はきちんと留意しておく必要があると思います。 

○原科座長 今のはおわかりでしょうか。途上国の責任であるから、あとは相手の責任で、

ＪＩＣＡはそれ以上は…… 

○吉田副座長 返済に関してはそういうことですよね。 

○原科座長 貸した方の責任はないと。 

○吉田副座長 今のところ、問われたことはないですね。 

○原科座長 だけど、それでいいのかという意見もあるかもしれないですね。日本におけ

るいろいろなケースを見ると。 

○吉田副座長 それは当然、途上国の失敗したプロジェクトを抱えている人は、おかしい

と。審査もしたでしょう、あなたたちの合意に基づかなければ一歩も動かなかった、審査

をして、しかもきちんと認可して、それで責任は全くとらないんですね、おかしいんじゃ

ないですかというのは、途上国で私も何回も言われましたよ。 

○原科座長 銀行がいろいろ貸して、後で失敗したなんていうのは結構問題になりますね。

貸した方の責任は全くないとも言えないところがあるかもしれない。難しいところです。

どうでしょう。これは考えると難しい問題かもわからないですね。 

 では、そういう問題もある、基本的にはそういうことだという形で。 

○事務局（天田） 今、副座長おっしゃいましたように、我々としては日本国民の税金と

して返済をきちんと受ける責任がございますので、そこは当然、ＪＩＣＡとして事業達成

の見込みがあることを確認してお金の貸し付けを行うわけでございますが、仮に何かしら

の事情でその事業に支障があった場合であっても、借款の資金につきましては返済してい

ただく必要がある。 

○原科座長 それはそうですね。だから、貸し倒れになった場合は貸した方の担当者の責
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任も問題だというようなことはよくありますよ。そういうことを考えないといけないかも

しれないということでしょうかね。ちゃんと判断して、有効なところに貸さないとだめだ

ということですよね。ＪＩＣＡの仕事にはこういう新しい分野が入りましたので、重要な

ことになってまいりました。 

 それでは、今の部分はよろしいでしょうか。大体議論を尽くしたと思いますので、御意

見を反映するような形で文言を修正してください。 

 次に参ります。１．５の部分でほかにございますでしょうか。 

 清水委員、どうぞ。 

○清水委員 １．５の４のところですけれども、現在、相手国が行うモニタリングを確認

するという表現になっています。「モニタリングを確認する」という表現ですと、何か相

手国政府が行うモニタリングを見て、はい、これはそうですね、そうですねと事実認識だ

けを行うようなイメージを持つのですけれども、そうではなくて、本来ＪＩＣＡとしてや

るべきことは、現状を見て何か問題があった場合には、それに対する解決策のために働き

かけをし、ガイドラインを遵守することを確保することだと思いますので、「監理」とい

う言葉を置きかえるかどうかという議論はまたあるにしても、「モニタリングを確認す

る」というだけでは少々弱いのではないかと思います。 

○原科座長 今の点はいかがでしょうか。「モニタリングを確認する」というだけでは不

十分ではないかという御意見です。「相手国等が行うモニタリングを確認する」。これは

どうでしょう。ここまでがＪＩＣＡの仕事と考えたらこれでいいと思いますけれども、今

の御意見のようなことであれば表現を変えなければいけないと思います。 

○満田委員 モニタリングについては、後ろの方で、ＪＩＣＡがみずから調査を実施する

こともあると書いてあるのです。ですから、今の清水委員の懸念もありますので、「相手

国等が行うモニタリングを確認するとともに、必要に応じてみずから調査を実施する」と

いうような文言を加えられたらいかがかと思いました。 

○原科座長 今のような文言をつけ加えた方がいいのではないかという御意見ですけれど

も、ＪＩＣＡとしてはそのようなことでよろしいでしょうか。「とともに、必要に応じて

調査を行う」というようなことでよろしいでしょうか。 

○事務局（渡辺） 既にⅢのところに対応はどういうことをやるかというのは書いており

ますので、もともとここで書いてある「確認」というのは、何か文章を読むだけではなく

て、確認した結果何か対応することはあり得るという趣旨で書いておりますけれども、御
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指摘の趣旨を踏まえて文章は検討させていただきたいと思います。 

○原科座長 では、むしろ、「確認して、必要があればしかるべく対応する」、そんな表

現の方がいいかもしれないですね。確かに中身はいろいろあります。 

○事務局（天田） 内容的には１９ページになりますね。 

○原科座長 そうですね。内容はね。もうちょっと一般的な表現にした方がいいのではな

いかという感じがいたします。それでは、そのような方向で少し修正してみてください。 

 ほかにございますでしょうか。 

○高梨委員 前回もちょっと指摘させていただきましたけれども、フォローアップという

のはこれから協議するということですけれども、現行のあれでは、特にＪＩＣＡさんのあ

れだったのであれですけれども、日本が協力した事業そのものが全体的に終わった後も必

要に応じてフォローアップするというようなことはどこかに入れておいた方がいいのかな

と思っています。再度指摘だけしておきたいと思います。 

○原科座長 そうすると、項目を１つ追加するようなことになりますか。 

○高梨委員 本当に事業が終わって手が離れた段階でも、しばらくたってからのフォロー

アップというのはどうしても必要ではないかと思うのです。 

○原科座長 それは確かにそうですね。ＯＤＡのあり方としてそういうことになります。

協力事業が終わってから、しばらくたってレビューしてみる。それはどんな表現にしたら

よろしいでしょうか。 

○事務局（杉本） ありがとうございます。今の御指摘の点ですが、現行ＪＩＣＡガイド

ラインにあります意味とは別の意味でのフォローアップという御指摘かと思いますけれど

も、一方、先ほど、モニタリングの強化ということでいただいている御意見もありまして、

そういう完成後のフォローアップをモニタリングに含めた形で整理した方がいいのかどう

かとか、その点をこちらで検討させていただいて、具体的な文案を検討したいと思います

ので、よろしくお願いします。 

○原科座長 ということは、４番の文言の修正で対応することを考えるということですか。

私は、１０番になる、新しい項目になるような感じを受けたのですけれども。６ページで

すね。９番の次に。全体が終わってから。段階が随分違うので。 

○事務局（杉本） そういった形で、１．５の中に整理する形がいいか、もしくは、先ほ

ど１．４の基本方針のところでもモニタリングという御指摘がありまして、そこで文案を

検討するということも申し上げておりますが、どういった形で含めるのがいいのかという
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ことも含めて検討させていただければと思っております。 

○原科座長 今の高梨委員の御意見は、ＪＩＣＡの責務としてその後のことをしっかりチ

ェックする必要があるのではないかという御意見なので、私は１．５の１０、項目に挙げ

た方がいいように思いましたけれども、ほかにもし御意見があればお願いいたします。 

○吉田副座長 そのとおりで、やはり説明責任というのがあるから。環境社会影響調査と

いうのはどちらかというと事前調査に力点を置かれているのですけれども、やはり事前と

モニターとフォローアップというプロジェクトサイクルというのも１つきちんとした責務

としてあって、それがあって初めて国民にも説明責任ができるというロジックではないで

すかね。 

○原科座長 そうですね。国民に対する説明責任という点で重要な意味がありますね。こ

れはむしろ積極的にやられた方がよく理解が得られていいと思います。では、そのような

ことで御検討いただきたいと思います。 

 １．５は大体よろしいでしょうか。 

 では、１．６「相手国等に求める要件」。ここでは満田委員からいただいております。 

 では、御説明ください。 

○満田委員 １．６に関してはコメントが２つあります。 

 １点目のコメントですが、パラ２に関して、現行のＪＩＣＡガイドラインは、「ＪＩＣ

Ａは、要請案件の採択の可否の検討や、協力事業における環境社会配慮の支援と確認を行

うに際して、別紙１に示す要件を相手国政府に求め確認する」となっているのですが、こ

の「要請案件の採択の可否の検討や」という言葉を、このとおりではないにしろ、同じ趣

旨の言葉を残したらどうかということを提案させていただきます。理由は、実情はいろい

ろあると思いますが、環境レビューの一番の目的は、有償協力事業あるいは無償協力事業

その他の協力事業を環境社会面から大丈夫ですねということを確認して意思決定につなげ

ていくことにあるのかなと。であるのならば、この別紙１というのは非常に重要な位置づ

けでございまして、相手国政府にもこの別紙１の要件が案件の採択の可否にかかわるのだ

なということを明らかにするためにも、この下線部に準ずるような表現は残すべきである

と考えました。それが１点目です。 

 ２点目ですが、パラ３とパラ４について、今、環境影響評価の公開に係ることをパラ３、

パラ４で書いてあるのですが、これは重要なこととはいえ、後段で出てくる部分、別紙１

とかと実は重複しているのですね。もう１つは、環境社会影響のみならず、今次の一連の
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議論の中で、環境社会配慮にかかわる重要な文書、住民移転計画や先住民族計画などをよ

り公開ということが盛り込まれていると思いますので、環境影響評価だけを取り出して相

手国に求める責務のところでハイライトすることによる誤解をむしろ恐れていまして、こ

れを読む相手国政府が自分がやるのは何だろうと思ったときに、環境影響評価に係る要件

ですとか事業に係る要件がより具体的に書いてある別紙１なり別紙４を見てくださいとい

うことをここでは打ち出すべきかと。つまり、コメントとしては、パラ３、パラ４はここ

では削除された方がわかりやすいのではないかということでございます。 

○原科座長 それでは、まず２の方に関しましていかがでしょう。ＪＩＣＡのお考えはど

のようになりますでしょうか。「要請案件の採択の可否の検討や」という表現を残す工夫

をしてもらいたいということですけれども。今は削除になっております。これはもとはあ

ったのですけれども、内容が変わったので削除なわけですけれども、この部分はどのよう

な対応をお考えになりますでしょうか。 

○事務局（上條） 後でまた満田さんと確認しながら考えるということでいいでしょうか。 

○原科座長 では、これはまた確認していただいて、お考えください。 

○事務局（渡辺） １点確認させていただいてよろしいですか。基本的には現行のＪＩＣ

Ａガイドラインだと案件採否は外務省にあって、その上で協力事業が実施されるというこ

とで書き分けられているところがありまして、新ＪＩＣＡですと、逆に「環境社会配慮の

支援と確認を行う」の中に環境レビューも含まれるのは自明と考えているのですけれども、

例えば環境レビューが入ることを明らかにわかるようにした方がよいという御趣旨でしょ

うか。 

○満田委員 私の提案としては、別紙４を加えてくださいという提案を先ほど言い忘れて

しまったのですが、別紙１なり別紙４なりの、相手国に求める事業の環境社会配慮なり環

境影響評価の要件は案件の可否の検討のときに確認しますよということを明らかにしてい

ただきたいということでございます。 

○原科座長 そうすると、ここのところでは今のことをもうちょっとストレートに書いた

方がいいのかな。 

○満田委員 提案としては、現行ＪＩＣＡの、「要請」という言葉を残すかどうかはとも

かく、「案件の採択の可否の検討や」という言葉を残されたらいかがかと。 

○原科座長 ２のところは、要請案件の採択の可否の検討のためにこういう情報が重要で

すということをもっとクリアに書いた方がいいと。 
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○満田委員 このパラ２の「ＪＩＣＡは、」の後に「要請案件の採択の可否の検討や、協

力事業における環境社会配慮の支援と確認を行うに際して、別紙１に示す要件を相手国等

に求め確認する」という文案ではいかがでしょうか。 

○原科座長 では、外した部分を復活ですね。 

○満田委員 そういう提案です。 

○原科座長 「ＪＩＣＡは、要請案件の採択の可否の検討や」、あとは「協力事業におけ

る」以下のとおりになります。だから、採択の可否の検討のところも１つクリアに入れて

おく。 

○事務局（天田） 御趣旨としましては、当然私どもも協力事業を意思決定する際に別紙

１のところを確認して行うということですので、同じところを指していると考えておりま

す。表現ぶりにつきましては、今御指摘いただいたところも踏まえてもう一度御相談させ

ていただいて、考えさせていただきたいと思います。我々がここでそこを外したことによ

って別紙１を考えていないのではないということは御理解いただいていると思いますので。 

○原科座長 むしろコミュニケーションですね。別紙１の意味がよくわかるように書いて

いただいた方がいいのではないかということだと思います。では、そのような方向でお願

いしたいと思います。 

 もう１つ、今度は３と４のところで、これは環境影響評価文書だけ示してあるので、特

に住民移転計画は随分議論してまいりましたし、先住民族計画もそうですね。こういうこ

とは大変重要なので、そういう誤解を与えないような形にしてもらいたいということです。

この件はいかがでしょうか。 

○事務局（杉本） 御指摘の点は、確かにこの文章のみを見ていくとそういったことも出

てくるかなとは思います。特に、「相手国等に求める要件」ということで、相手国が何を

したらいいのだろうということですので、今、修文案ということで、ここに全部盛り込む

か、もしくは参照するものを具体的に別紙の幾つという形で指すかということで御提案い

ただいていると理解しておりますが、この点については御指摘のとおり後の段で具体的に

確保している内容と同じですので、どういった形がこの理念のⅠのパートの書きぶりとし

てふさわしいのかということも含めて書き方を検討したいと思います。 

○原科座長 吉田委員、どうぞ。 

○吉田副座長 結局バランスの問題で、１．５で「ＪＩＣＡの責務」と言っていて、それ

に対応する形で相手国の要件というのがあると思うのですね。ですから、ボリューム的に
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も、事業主体は相手国、環境社会配慮も相手国という原則があるわけですから、これを見

るとバランスが、ＪＩＣＡの方がすごく多くて、要件が少なくて、ＪＩＣＡの支援すると

ころが何かというのもよく見えてこない。ですから、１．５と１．６を対比するような形

で両方読むとすっとわかってきて、なるほど主体はこちらで、こういう場合はＪＩＣＡが

支援するのだというのが見えてくるような書きぶりがいいのではないでしょうか。という

ことは、満田さんの言っているようなこともかなり適用するような感じになると思います。 

○原科座長 それからもう１つ、確かに「環境影響評価文書」という表現が誤解を与えま

すね。今の１．６の３のところですが、「環境影響評価において作成される各種文書や報

告書」と書いてあるので、もうちょっと幅広い概念だと思うのですけれども、これを「環

境影響評価文書」と表現してしまったので、狭くとらえられてしまうおそれはあります。

これは工夫しないとだめですね。では、これはそういう工夫をお願いしましょう。 

 それから、今、吉田委員がおっしゃったようなことになると、項目もちょっとふやすよ

うなことになりますか。 

○吉田副座長 そうですね。 

○原科座長 そうすると、項目を倍ぐらいにしないと合わなくなってしまいますか。そう

いう表現の方がいいのではないかという御意見ですが、この点はいかがでしょう。 

○満田委員 確かにおっしゃることはごもっともなのですが、この「相手国等に求める要

件」というのは実は別紙１のところでかなり具体的に規定されているので、重複を省くと

いう意味では、別紙１、別紙４を参照するような形の方がすっきりはするかと考えている

のです。ただ、対応を考えたとき、１．５の「ＪＩＣＡの責務」のところ、責務というか

手続なのかもしれないですが、別紙１を相手国がリファーするのと同様に、ＪＩＣＡも後

段のⅡとかⅢとかのプロセスとか手続をリファーするような形にするとバランスはとれる

のかもしれないと考えています。 

○原科座長 別紙１と別紙４の順番を、別紙４を別紙１の次にした方がいいということで

したけれども、そのこともあわせて。 

○満田委員 はい。ささやかな提案なのですが、相手国に求める要件というのは、別紙１

と別紙４の環境影響評価の項目の最初の方に環境影響評価の公開ですとかコンサルテーシ

ョンについて書かれているパートがありまして、そこも別紙１と同様に相手国に見ていた

だきたいと思う項目なので、順番的には近い場所にあった方が。別紙２と別紙３は明らか

にマニュアル的な、ＪＩＣＡの内部で使うような資料になっているので、順番については、

 19



別紙１の後に別紙４の方がわかりやすいかもしれないと思いました。 

○原科座長 ただ、別紙３はスクリーニング様式ですので、これも途上国にとって重要な

ものになるのではないですか。スクリーニング様式はＪＩＣＡ内部だけのものではないで

すよね。これはむしろ事業主体の方が重要なことではないかと思いますけれども。 

 では、順番はまた後で検討しましょう。この段階ではそのことに関してはペンディング

にしておきましょう。別紙の議論のときにもう一回並べ方を考えましょう。 

 それでは、この部分は今のようなことで対応していただくことにいたします。 

 次に参ります。１．７「対象とする協力事業」。これに関しまして満田委員から御意見

をいただいております。どうぞ。 

○満田委員 １．７の「対象とする協力事業」、これは１つの、こういうのも一案だとい

う提案なのですが、協力準備調査もガイドラインの対象だということを明らかにした方が

いいかなと思って、その旨事務局に提案させていただいたのですが、１．７について、タ

イトルが「対象とする協力事業」となっているので、協力事業として名称が５つ挙がって

いる。要は、本体―本体ではないものもありますが、その協力スキームの名前を挙げた

という御説明だったのです。とはいうものの、協力準備調査もガイドラインの重要な対象

だということを明らかにするために、タイトルを「ガイドラインの対象」として、協力ス

キームを５つ挙げて、その中の協力準備調査も含むというような書き方はどうでしょうと

いう提案でございます。 

○原科座長 どうでしょう。「ガイドラインの対象」という表現にして、協力準備調査を

明示的に出した方がいいと。 

○事務局（上條） 私たちは、協力準備調査はここに書いてある協力事業の中に含まれて

いるという理解なのですけれども。「ガイドラインの対象」という言い方だとぼやけてし

まうのではないでしょうか。 

○満田委員 それも言われてみればもっともかもしれませんので、ここについてはこだわ

りません。 

○原科座長 私も上條さんがおっしゃったような感じを持ちまして、「対象とする協力事

業」で中身は含まれているので、これでよろしいと思いますけれども、いいですか。では、

これは原案のままでいきます。 

 どうぞ、吉田委員。 

○吉田副座長 これの「無償資金協力（国際機関経由のものを除く）」というのは具体的
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にどういうものでしたっけ。 

○原科座長 これは世銀とか国連とか、そういう意味ですか。 

○事務局（天田） 世銀というよりは、例えばユニセフですとか、そういったところにな

ります。 

○ＪＩＣＡ（植嶋） 企画部の植嶋でございます。具体的に申し上げると、ＷＦＰとかユ

ニセフ、ＵＮＤＰといった機関が挙げられます。主に人道支援関係のプロジェクト。資金

を拠出するような形になります。 

○原科座長 いいですか。それでは、そういうことを確認していただきました。 

 では、１．８「緊急時の措置」。これも御意見をいただいておりますので、御説明くだ

さい。 

○高橋委員 ここのポイントは、もともとのオリジナルが、審査諮問機関に諮問を依頼す

るということと情報公開という２つがあったのが、今度新しくなることによって、ＪＩＣ

Ａさんから出てきたものでは「審査諮問機関に報告する」となっていて、緊急時の対応方

法が諮問から報告になり、情報公開も少し弱まっているのではないかというのが、私たち

ＮＧＯの懸念です。審査諮問機関も緊急の場合の対応方法についても諮問を行うべきだと

思うし、情報公開もこれまでどおりのレベルで行うべきだということで、修文をお願いし

たいということです。ここに出させていただいたのは、「事前に審査諮問機関に報告し、

公開する」という文言にすることで、先の２点を読み込んでいただこうと思っていました。

それに対してＪＩＣＡさんから出てきた修正案が、「報告し、必要な場合は助言を求め

る」となっています。ということは、まず対応方法については、必要な場合は諮問機関に

助言を求めるとしていますが、緊急性のことを考えると、あまり諮問機関の結果を待って

いたら時間が足りなくなるだろうということを考えた上での文言かなと思いますが、この

点についてはこの表現でいいかなと思っています。ただ、もう一方の情報公開については

やはりもう少ししっかり書き込んでいただきたいと思っていまして、具体的には、「助言

を求め、関連する情報は公開する」というような書きぶりできちんと情報公開について明

記していただきたいと思っています。 

○原科座長 ありがとうございました。 

 それでは、今の件はどうでしょうか。 

○事務局（上條） 審査会に関しては既に情報公開されていますので、また審査会のとこ

ろで該当する記述もあるので、これは前回も御説明したのですけれども、別に情報公開を
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狭めているという意図は全くなくて、重複しているところをそこまで書かなくてもいいの

ではないかという、それだけの意図なのですけれども。 

○原科座長 今の件はそういうことでよろしいでしょうか。 

 満田委員からもいただいているのかな。今のでいいですか。 

○満田委員 趣旨としては高橋委員と同じです。 

○原科座長 今の御回答でよろしいですか。「審査諮問機関に報告し、必要な場合は助言

を求める」ということでよろしいですか。 

 清水委員、どうぞ。 

○清水委員 運用上の話として、今、上條さんがおっしゃられたことは事実としてあると

いうことは理解しましたし、今回のガイドラインでそれを情報公開しないということでは

ないということも理解しました。一方、運用上そうなっているからガイドラインに書かな

くていいかと申しますと、私としては、今後、担当者の方がかわったときに、情報公開に

ついて何も書いていなかった場合、本当にその担当者の方もそれを引き継いでくれるのか

どうかというところは懸念されます。したがって、ガイドラインにそこまで書くかどうか

という議論もありますし、さらに言えば、もしもガイドラインに書かないのであれば、審

査諮問機関のポリシーとして、そういう場合にはきちんと情報公開をするということを書

いておくことが重要だろうと思います。 

○原科座長 そのような場合というか、原則全部公開になるのでその懸念はないと思いま

すけれども、説明を丁寧にするためにここに書いても悪くはないですよね。そういう感じ

だと思います。 

○事務局（上條） そうしますと、ここでいただいている文章の「報告し、公開する」の

趣旨を生かすようにという理解でいいでしょうか。 

○原科座長 「報告し、必要な場合は助言を求め、その結果を公開する」ぐらいでいいの

ではないですか。それは当然やることですから。でも、ここで書いておいた方が丁寧では

ありますけれども。 

 どうでしょう、高橋委員。 

○高橋委員 今の原科座長の修正で基本的にいいと思っています。 

 それで、今、清水委員からも言っていただいたように、緊急のときの情報公開は極めて

大事だということを改めてここでもきちんと強調する、その姿勢も示すという意味で「情

報公開」という文言を入れていただきたいと思っています。 
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○原科座長 では、そのようにしてください。 

○吉田副座長 「事前に」は入っているのですか。 

○原科座長 「事前に」という文言も必要ですか。「緊急の判断と実施する手続きを」と

いうことは事前という意味ですけれども、「事前に」を加えた方がいいですか。 

○高橋委員 基本的にあれば望ましいと思っていますが、今みたいに読み込めるのであれ

ば、特にこだわりません。 

○原科座長 どうしましょう。この際これも入れておきますか。「事前に」と。 

○事務局（上條） ただ、「緊急時」にもいろいろあるのではないかということもちょっ

と心配していまして。ただそれだけなのですけれども。 

○原科座長 事前にできない場合もあると。 

○事務局（上條） ちょっとずれてしまうとかいうことはあり得るのではないかと思って

います。 

○吉田副座長 「事前に」の「事」は、どういうことが「事」なんですか。そこまでいっ

ちゃうんだよね。何が事前なんですかと。緊急というのは非常に緊急だから、そこをどう

理解しているかで随分変わってしまうのかなと。 

○原科座長 「緊急の判断」かな、この「事」は。 

○事務局（杉本） 極端な場合ですと、今回の豚インフルエンザではないですけれども、

一夜にしてレベル５に上がった、６に上がったということがもし出たような場合に、そこ

で委員の方に連絡して、どうしましょうというのもなかなか……。極論かもしれないです

が。 

○原科座長 北村委員、どうぞ。 

○北村委員 外務省の北村でございます。現行ガイドラインを策定した当時のこの文言を

巡る議論は承知していませんが、多分そういう一連の議論を終えた結果として「早期の段

階において」というのが入っているのではないかと思いますので、少なくとも重複して入

れる必要はないと思っております。つまり、事前、事後の論点のところで結論がでなかっ

たので、できるだけ早く出すというニュアンスがこの「早期の段階において」という文言

に集約されているのではないかと推測はされます。 

○原科座長 では、「早期の段階において」の後に点を入れましょう。そうすると今のこ

とがクリアになりますね。「早期の段階において、……を審査会に」。そうしましょう。

では、点を入れていただくことにして、「事前に」は書かなくてもいいとしましょう。あ
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りがとうございました。 

 １．８は終わって、今度は１．１０ですね。「審査諮問機関」です。これはＪＩＣＡの

方で対応をお考えなので、御説明ください。 

○事務局（上條） ここは、現在、環境社会配慮審査会というものがございまして、それ

と違う名称を使う必要もないと思いますので、環境社会配慮審査会に変更した方がいいと

いう提案です。 

○原科座長 千吉良委員、どうぞ。 

○千吉良委員 これは以前もコメントしたことがあるのですけれども、私自身は「審査」

という言葉はとれないというか、この言葉にこだわりがあるように見えるのですけれども、

金融機関に勤めている私の感覚としては、審査というのは資金協力を行う主体であるＪＩ

ＣＡ固有の業務であって、本来第三者にゆだねるようなものではないと考えます。ガイド

ラインの中でこの機関の責務は助言だとうたっているのですから、「助言委員会」とか、

そういう言い方の方がいいのではないかと思いますけれども、もしこの「審査」という言

葉にこだわられる理由があれば、お聞かせいただければなと思います。 

○事務局（上條） 特にこだわってはいないのですけれども、そういう言葉を使っていま

すということなのですけれども。 

○原科座長 そういう意味では「審査諮問機関」の方が機能ははっきりしますね。諮問す

るのだから、審査はＪＩＣＡがやる。それに対する諮問ですから。諮問は助けてくれとい

う意味ですからね。「審査諮問機関」は、そういう意味でこういう表現にしております。 

○千吉良委員 「審査諮問機関」だと、審査が諮問する機関だというようなことなのでし

ょうけれども、「審査会」になると、本当に審査をしている委員会という感じですよね。

ちょっとそれは……。 

○原科座長 私もそう思いますので、「審査諮問機関」という表現の方がいいような感じ

を持っています。ただ、世の中の通例は「審査会」という言葉を結構使っています。正確

に言うと「審査諮問機関」の方がいいと私も思いますが、地方自治体は、表現としては

「審査会」というのが多いものですから。 

○吉田副座長 これもさっきの議論なのですけれども、今、千吉良委員がおっしゃったよ

うに、今まではグラントのＪＩＣＡだった。それが有償資金になって、焦げつきが起き得

る。そのときの責任の所在というところまで入ってきてしまうので、第三者が審査をする

というのは、そういう難しい局面になったときにどう説明するのだろうという危惧は残っ
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てしまうのですね。そういう意味で、私は千吉良委員のお考えに賛成します。 

○事務局（上條） 「環境社会配慮助言委員会」でよろしいでしょうか。 

○原科座長 「助言」はちょっと弱いので、私は「審査諮問機関」でいいと思っています。

今のままで。ただ、今、会の名前を「審査会」としているのを再考する必要はあるかもし

れないけれども、機能としては審査諮問だと。 

○千吉良委員 そこはお任せいたしますけれども、もし委員の考えにある程度同意してい

ただけるなら、その辺を考えていただいてということで。私はただ単にコメントしただけ

ですので、こうでなければいけないということはないと思います。 

○原科座長 ただ、ここで「審査会」と使ってしまうと、それに引っ張られてしまうから、

「審査諮問機関」ぐらいにしておいた方がいい。諮問するのだということがわかるように

した方がいいと思いますね。 

○事務局（上條） ただ、私たちとしては、後でまた出てくるのですけれども、「諮問」

という言葉よりも「助言」という言葉にしたいという提案もあるのです。この１．１０の

文章を読んでいただければ、これは今ある文章そのままなのですけれども、「助言を得る

ために」という言葉にしていますので、私どもとしては、できましたら「助言」という言

葉で統一したいと思っているのですけれども。 

○原科座長 では、「審査助言機関」、審査のための助言をすると。 

○事務局（天田） あるいは「助言委員会」ということで、もう委員会の名前にしてしま

ってもよろしいかとは思いますけれども。 

○原科座長 どうでしょう。御意見はほかにございますでしょうか。 

 では、これは誤解のないようなうまい表現を再考しましょう。 

 それでは、Ⅰが終わりました。Ⅰ全体でほかにございますでしょうか。 

 では、一区切りつけましょう。これで水入りにします。ちょうど２時２０分になったの

で、１０分ほど休憩をとって、２時半から再開したいと思います。休憩いたします。 

 

午後２時２０分 休憩 

 

午後２時３０分 再開 

 

○原科座長 それでは、おそろいになりましたので再開いたします。 
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 Ⅱ「環境社会配慮のプロセス」。 

 まず２．１「情報の公開」の部分から参ります。 

 その前に、「環境社会配慮のプロセス」の「プロセス」という言葉がちょっと不適切で

はないかという御意見もいただきましたけれども、議論の結果、「ＥＩＡプロセス」とい

った表現もありますので、「プロセス」で特に問題はないということになったかと思いま

す。ＪＩＣＡの対応もそのようなことできょうメモをいただいておりますが、「一方、記

載の順番をＥＩＡプロセスの時間的経過に即する」ようにした方がいいという御意見です。

これを御説明ください。 

○事務局（上條） これは、「プロセス」という言葉でいいのかという御指摘を受けまし

て、前回の委員会が終わった後、いろいろなテキストなんかも見てみたのですけれども、

そうしたら英語で「EIA process」というような言い方もしていまして、これは御指摘が

あったのは吉田先生だったものですから、そのことを吉田先生にもお伝えしたら了解とい

うことだったと理解していまして、「プロセス」という言葉でいいのではないかと。 

 そのときにふと私も気づきまして、「プロセス」という言い方をすると普通は、順番と

いうのでしょうか、ＥＩＡの順番、フローですね、スコーピングから始まるようなフロー、

そういう説明を私が読んだテキストもしていたものですから、そこでふと気がつきまして、

手順に従って並べた方が読む人にとってこのⅡのところがわかりやすいのではないか、今

ある項目を、ここに括弧で書いたように、「カテゴリ分類」、「環境社会配慮の項目」、

「情報の公開」という順番に並べかえる方が読む人は分かりやすいのではないかなと思い

ました。 

○原科座長 並べかえる方がいいかもしれないですけれども、この順番がいいかどうかは

検討した方がいいですね。「ＪＩＣＡの意思決定」は一番最後だと思います。それから、

「情報の公開」は一般的なことなので、一番前か一番後ろということもある。一番前でも

いいかもしれないですね。その後、「カテゴリ分類」、「環境社会配慮の項目」、「現地

ステークホルダーとの協議」、その次に「社会環境と人権への配慮」、「参照する法令と

基準」といろいろあって、「審査諮問機関―これは諮問機関ではなくて助言機関でしょ

うかね―による助言」、それから「ＪＩＣＡの意思決定」ではないかと思います。あと

は「ガイドラインの適切な実施と遵守の確保」ということだと思います。そんな感じもし

ますけれども、これは主観の問題だから。 

 では、そういうこともありますので、少し並べ変えるということでよろしいでしょうか。 
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 「情報の公開」は一番最初がいいと思います。これはよろしいですか。一般的なことな

ので。情報の公開は各段階に出てくるので一番最初がいいかなと思ったのですけれども、

「プロセス」という言葉には合わないかな。「情報の公開」を逆に一番後ろに書くという

手もありますね。 

○事務局（上條） そうですね。実際の手順を想定してみただけなのですけれども、まず

環境社会配慮の最初の仕事はカテゴリ分類をすることであろうと。その後スコーピングす

るということであれば、項目を何にするか決めることになるのではないかと。その結果を

情報公開して、ステークホルダーの人とのミーティングもしてと、そこまではそういう順

番かなと思ったのですけれども、あとはなかなか順番をどうしようというのはなかったの

で、現状の並び方も前から順に並べておいただけなのです。ただ、わかりやすい順番に並

べた方がいいのではないかなとは思っているのですけれども。 

○原科座長 そうですね。 

○吉田副座長 今の情報公開みたいにいろいろなところへ出てくるというのは、ほかのも

のもあると思うので、要するにまくら言葉的に、プロセスに入る前に基本理念のあれがあ

って、それから重要事項というのがあって、そういうものを踏まえてと言っておければ重

複しないで済むのではないかと思うのです。重要事項の中に入っているし、ＪＩＣＡの責

務も、相手国の要件も、そういうことを踏まえていよいよプロセスに入るという形にした

方がすっきりしてわかりやすいという気がしたのです。 

○原科座長 ということは、「情報の公開」というのは、Ⅱのところではなく、ほかで書

いた方がいいということになりますか。それともⅡの頭でいいと。 

○吉田副座長 プロセス全部に適用するとすれば、Ⅱの最初、入る前にまくら言葉みたい

に書いた方がと感じたのですけれども。情報の公開というのは重要事項の第１番目にたし

か挙がっていたと思いますし、当然そういう重要事項に留意してということですよね。そ

れでは弱くなってしまいますか。 

○原科座長 どうでしょう。御意見を聞いてみましょう。 

 どうぞ。 

○満田委員 確かに吉田先生、原科先生御指摘のとおり、時系列によらない重要事項的な

ものと手続的なものが２つあるので、例えば時系列によらない情報公開だの協議だの項目

だのを最初の方に持ってきて、あとは時系列によるものを並べるというのも１つの案かな

と思っております。いずれにしても、事務局の方で検討されるとのことですので、それを
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見て再度確認したらいかがでしょうか。 

○原科座長 では、そうしていただきましょう。 

 それでは、いろいろ御意見をいただきましたので、そういったものを勘案した上で再度

御検討ください。この件はそういうことにいたします。 

 現在の順番で参りますが、次は２．１「情報の公開」。これに関しまして御意見をいた

だいておりますので、御説明ください。 

○満田委員 このⅡの「環境社会配慮のプロセス」は、前回の事務局の御説明によると、

スキームによらない、スキーム横断的な共通事項を書いているのだという御説明でした。 

 ２．１「情報の公開」についてですが、またⅢで議論になるとは思うのですが、情報公

開の基本的なやり方として、環境レビュー段階及びモニタリング段階において、相手国等

から入手した環境社会配慮に関する主要な文書を公開するということは中間報告書なんか

にも書かれているわけです。翻訳版については決着がついていなかったと思いますが、コ

メントとしては、２．１の中に、この環境レビュー段階、モニタリング段階における環境

社会配慮に関する主要な文書の公開ということを入れてくださいというコメントです。内

容については、その翻訳版をどうするのかというのはⅢのところの議論によると思います

ので、それを踏まえた上で、スキーム横断的な事項として、要は各段階で環境社会配慮に

関する文書を公開するのだということをここに盛り込んでいただけたらと思います。 

○原科座長 その場合は今の２．１の最初に入れるわけですか。 

○満田委員 順番までは考えていなかったのですが。順番については事務局の御検討にお

任せしますが、最初の方はどちらかというと理念的なことを書いていて、後ろの方により

具体的なことが書いてあるようなので、そちらの方にした方がいいのかなと思います。 

○原科座長 真ん中辺ぐらい。６番の後ぐらいかな。 

 今の件はいかがでしょう。ＪＩＣＡの御担当の方はどのように考えますか。 

○事務局（天田） 内容的には、こちらはまさに御指摘いただいたようにⅢの３章の方で

御検討ということになっているかと思いますので、それを踏まえた上で何らかの記載をこ

ちらにするということでいかがでしょうか。 

○原科座長 では、この先の段階で対応していただくようにいたします。 

 それでは、２．２「現地ステークホルダーとの協議」。これも御意見をいただいており

ます。―ほかにございますか。 

○清水委員 今の点に関連するのですけれども、今の満田委員の提案は、この御提案の文
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章をここに追加するということだったと思うのですけれども、同時にその関係で１つ気に

なっておりますのが、２．１の９です。ここに、「相手国等の文書は、相手国等の了解の

上で情報公開を行う」と書いているわけですけれども、これの絡みで、モニタリング結果

の公開につきましては、中間報告書でも「義務づける」となっておりますし、「了解の上

で」というのはそういうなのですけれども、むしろモニタリング結果の場合は義務づける

ということで、中間報告書に従えば、相手国側が公開することを前提とした上で公開する

という趣旨になると思いますので、最後まで議論をした上でこの２．１に立ち返るときは、

この文章の解釈について、モニタリング結果の公開とどうかかわるのかということについ

ては議論が必要だと思います。 

○原科座長 モニタリング結果の公開に関して、特に具体的にここに示せということです

か。 

○清水委員 今の書きぶりですと、モニタリング結果の公開を前提とした場合、この９の

ところの解釈について疑問が生じないかということを確認した上で文言を検討するべきと

いうコメントですので、今ここで議論をするというよりは、最後まで全部議論した後…… 

○原科座長 後でもう一回ですね。 

○清水委員 はい。 

○原科座長 では、この件についてもⅢまでやってから。 

 では、「情報の公開」については、再度、特に注意して検討するようにいたしましょう。

そのときにまた御発言いただきたいと思います。 

 では、２．１はよろしいでしょうか。 

○千吉良委員 清水さんと同じ２．１の９ですけれども、これは意味がわかりにくいので

書き方を工夫したらいいのかなと思うのです。「ＪＩＣＡは、競争関係を踏まえ、相手国

等の商業上等の秘密には十分配慮し」となっているのですが、相手国が国として何か商売

をやっているかのように私には読めるのですけれども、ここは多分、関係者等の商業上の

秘密とか、そういうことなのかなと思っているのと、あと、「競争関係を踏まえ」という

のは、これはＪＩＣＡが国際的な競争にさらされているということなのか、あるいは関係

者間の競争を言っているのか、そこも明確にした方がいいと思います。 

○原科座長 もうちょっとコンパクトに書いた方がかえっていいですね。いろいろ書くと

わけがわからなくなってしまう。確かにおっしゃるような感じがします。「ＪＩＣＡは、

商業上等の秘密」あるいは「事業者の商業上等の秘密」とか、そういうのでもいいですね。

 29



事業者じゃないのかな。これはどっちでしょう。この場合は「事業者」という表現でいい

のですか。「事業者等の商業上の秘密には十分配慮」、そんな表現でも。確かに短い方が

かえってわかりやすいという感じはしますね。こういう議論はしましたけれどね。ここに

書かなくてもいいと思います。では、これは表現をまた工夫していただきたいと思います。 

 ２．１の部分でほかにございますでしょうか。―よろしいですか。 

 それでは、２．２に参ります。８ページ。「現地ステークホルダーとの協議」。これに

も御意見をいただいておりますので、御説明をいただきます。 

○満田委員 このコメントは、２．２のパラ４の一番最後の一文ですね。「ＪＩＣＡが協

力準備調査によってプロジェクト準備を支援する場合は、スコーピング時及び報告書案が

作成された段階において必ず、概要検討時においては必要に応じて、一連の協議が行われ

る」という書き方がされております。先ほど申し上げましたとおり、Ⅱの「環境社会配慮

のプロセス」においては、割と基本的といいますか、スキーム横断的で、かつ、協力準備

調査をやるとかやらないとかにかかわらないことを書くというような整理に従えば、協力

準備調査をやるときのみを書くのは誤解を招くおそれもあると思いました。つまり、協力

準備調査をかけない案件についても、少なくともスコーピング時及び報告書案のときには

協議が行われるはずですので、それを考えますと、修文案といたしましては、「協力準備

調査によってプロジェクト準備を支援する場合は」というところは取ってしまって、「少

なくともスコーピング時及び報告書案が作成された段階において一連の協議が行われるこ

とを確認する」という書き方にしたらいかがでしょうか。 

○原科座長 この点はどうでしょう。 

○満田委員 なお、この概要検討時協議というのはⅢのところで出てきておりますので、

内容的には決してガイドラインを弱めるものではございません。 

○事務局（上條） また確認はさせていただきますけれども、満田委員からの御提案は非

常にウェルカムだと思います。 

○原科座長 では、この件も対応していただくことにしていただきましょう。 

 ２．２についてほかにございますでしょうか。 

 では、次に２．３「環境社会配慮の項目」。地域住民の安全を明記するべきであるとい

う御意見をいただいていますが、これに関してはどういたしましょう。 

○事務局（上條） これについては、ここはスコーピングする項目なものでして、私ども

としては、スコーピングするときに、ある案件では地域住民の安全を入れたり、別の案件
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では入れなかったりというのは、ちょっとどうするのかがなかなか想像がつかないもので

して、ただ一方、チェックする項目だということは理解しますので、チェックリストに入

れればいいのではないかと思っているのですけれども。 

○満田委員 了解いたしました。 

○原科座長 では、いいですね。 

 この項目はもういいですか。 

 では、次に行きましょう。２．４「審査諮問機関による助言」―「助言機関」にして

おきますか。「審査助言機関による助言」です。助言と書いてあるから「助言機関」の方

がいいですね。これも御意見をいただいております。御説明いただければ。 

○満田委員 前回質問させていただきましたが、「準備段階」と「実施状況」の２つの使

い分けが、どこからどこまでが「準備段階」で、どこからどこまでが「実施状況」なのか

が不明確かなと思いますので、例えば環境レビュー段階はどちらに含まれるかといいます

と、審査に関しては後段に報告するというような御説明だったのです。この２つは、そう

いった御説明を聞けばわかるかもしれないのですが、この文字づらだけではわからないと

思いますので、それは明確にされた方がよろしいと思いました。 

○原科座長 環境レビューはどちらに入るか明確に書いてもらいたいということですが。 

○事務局（上條） 環境レビューは、私どもは「実施状況」の中に含まれるという理解で

して、それがわかるように記載したいと思います。 

○原科座長 では、これは対応してください。 

 よろしいですか。 

 ほかに御意見ございますか。 

○高梨委員 質問ですけれども、パラ３の「設置される委員会」というのは、現行で言う

とどういう委員会を指しておられるのでしょうか。課題別支援委員会みたいなものですか。 

○原科座長 あれは技術協力の技術検討委員会か。 

○事務局（上條） そうですね。事業部で何かそういう委員会をつくる場合はということ

なのですけれども。 

○事務局（渡辺） 今、非常に数は少ないのですけれども、個別の案件について支援委員

会が設けられている場合があります。 

○原科座長 まだあるのですか。 

○事務局（渡辺） はい。ゼロだったら削ってもいいのですけれども、ゼロではないので
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残してあるということです。 

○高梨委員 それは昔の作業管理委員会ですか。 

○事務局（渡辺） 以前は作業管理委員会と言っていたものです。 

○高梨委員 今は何と言っているのですか。 

○事務局（渡辺） 今は支援委員会という言い方をしています。 

○原科座長 よろしいでしょうか。では、これはそういうことで御理解いただいたという

ことで。 

 清水委員、どうぞ。 

○清水委員 審査諮問機関に関する件ですけれども、この１で示していらっしゃるのは、

協力準備調査を行う事業のみを対象にしているということでしょうか。そうであれば、Ｊ

ＩＣＡとして、なぜＪＩＣＡの数ある事業の中で協力準備調査を実施するものだけを対象

にするのか、本当にどの範囲を対象にするのかということについてきちんと議論する必要

があると思うのですけれども、この１から何となく読めるのは、もしかして協力準備調査

を実施する案件のみの話なのだろうかという印象を受けたのです。審査会の範囲について

は別途また議論するという理解でよろしいのでしょうか。もう少しこの意図について教え

てください。 

○原科座長 これはそのように限定はしていないと理解しますけれども、いかがでしょう

か。 

○事務局（上條） 今の私どもの理解は、この助言機関に助言をいただくのは準備段階だ

と理解していまして、それ以降の環境レビュー、モニタリングのところでは報告させてい

ただくと。一方、対象は広くとらなければいけないとは理解しているのですけれども、協

力準備調査を行う案件だけではないという理解です。 

○原科座長 それはちょっと問題ですね。準備段階だけの助言ではなくて実施段階も当然

対象になると私は思いますけれども。 

○事務局（上條） もちろん報告だけではないということはあると思うのですけれども、

今は基本的な考え方ということで説明させていただきました。 

○原科座長 特にレビュー段階の助言が重要なんですよ。地方自治体の審査会はみんなレ

ビュー段階で助言していますからね。これは極めて重要です。これが一番キーですよ。そ

れを外してしまったら助言機関の意味がなくなってしまいますよ。一番大事なところだと

思います。第三者がチェックするというのはそういうことですからね。第三者がそのレビ
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ューにしっかり関与することが大事なので。これを報告だけという考えを持つとシステム

としてうまくないと思います。 

○事務局（天田） 今、座長から御指摘いただきましたレビュー段階のところでございま

すけれども、まさに準備段階で御助言を得てしっかりとした事業を形成していくことが重

要だという観点、できるだけ上流で御助言をいただいて、それを踏まえた形で事業を形成

していくということで今の審査会が構成されているわけでございまして、私どもとしては、

そういった御助言を踏まえた形で案件の形成をして、それで最終的に環境レビューを行っ

て案件の採択に結びつけていくというところを想定しているわけでございますが、最終的

な環境レビューのところになってまいりますと、ここはＪＩＣＡとしての判断を政府に御

説明申し上げまして、日本政府としての判断のところなのかなと考えてございます。です

から、ここにつきましては、御報告を申し上げまして、それに対して今後に向けた御助言

等をいただくということは存在するのではないかと思うのですけれども、環境レビュー自

体を審査会あるいは助言機関でここの判断のところについて御助言いただいて、それで採

択をどうするかという判断のところに御助言いただくということではなく想定しているの

ですけれども。 

○原科座長 いや、採択の判断ではなくて、環境レビューに対する助言をするのです。だ

から「審査諮問機関」という表現を使っていまして、レビューに対する諮問に答える。た

だ、「諮問」は強い言い方だから「助言」にしろとおっしゃったので、「助言」でもいい

のですけれども、とにかくレビュー段階での助言が一番重要なのです。日本国内の審査会

というのはみんなその段階でやっているのです。それがすごく重要なところで、そこが一

番のキーだと思います。それを単なる報告で終わらせたのではだめだと思います。実際は、

上流段階でしっかりやっているから、助言といっても審査会から特別に注文がつくことは

ないと思いますけれども、システムとしてそうしておかないと。つまり、さっきおっしゃ

った上位の判断というのはそこで初めて担保されるのです。報告だけだったら上で判断し

たことと違ったことが出てくるでしょう。それは困るので。助言という格好にしておけば、

上流で判断したことと実際の事業段階が整合してくるでしょう。その担保をするためには

やはり助言、助言でこないとだめです。報告にしてしまったら、さっき千吉良委員がおっ

しゃったようなことが起こり得るのです。一貫性がなくなってしまう。システムとしてす

ごく大事なことですよ。 

○事務局（天田） 先ほど千吉良委員がおっしゃったところは多分ポイントとしては若干
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違うところかなとは認識しておりますけれども、今のプロセスの中で申し上げさせていた

だきますと、先ほど御指摘がございました地方での審査会の位置づけ、そこで事業の実施

主体に対する審査会の役割と、私どもの実際に途上国で行われる事業に対して支援を行う

立場として本件を取り進めているというところの位置づけもございますので、最後のとこ

ろは、それまでにいただいていた御助言を踏まえてやっていくところなのかなと考えてお

ります。 

○原科座長 これは１番の助言と報告で書き分けておられますけれども、私はこれは直し

ていただきたい。これはシステムの一番の核心部分だと思います。 

 この議論はもうちょっと続けた方がよろしいでしょうか。 

○清水委員 先ほどの私の疑問に立ち返って、協力準備調査を行わない案件も含むとおっ

しゃったわけですけれども、そうしますと、協力準備調査を実施しない案件については助

言はなくなって報告だけになってしまうと思うのです。今のお話ですと、環境レビューは

実施に含まれるということですよね。ということは、協力準備調査を行わない案件につい

ては報告だけになってしまうのではないかと。つまり、協力準備調査を行うものについて

は助言を行うのだけれども、行わない案件については報告だけということになるわけです。

これは、ＪＩＣＡとしてどうしてこういうことにするのかということについてはきちんと

外にも説明がつくように整理して決めていかなくてはいけないなと思います。私の中でも、

これをこうするべきという意見が今の段階では明確に申し上げられないのですけれども、

もう少し議論が必要なのではないかと考えます。 

○原科座長 ちょっと申し上げます。これは、これまでのＪＢＩＣの行っていたアクティ

ビティとＪＩＣＡのものとの違いなのです。ＪＢＩＣのときの議論をもう一回申し上げま

すと、ＪＢＩＣは国際金融とＯＤＡを両方やっていたので、助言というのは国際金融の場

合はちょっとやり過ぎではないかという議論だったのです。ＯＤＡと違うので。ＯＤＡと

両方足したのでこうなったので、ＯＤＡだけでは当然助言なのです。これは当然です。こ

れは過去の議論で２つに分かれたところはしっかりもう一回明確に見ていただきたいので

すけれども、ＯＤＡですから助言です。さっき申し上げたように、日本の審査会は全部助

言を与えるものです。単なる報告を受けるだけの審査会というのは一切ありません。これ

は日本というか世界共通です。そういうことはありません。これは大事なところです。こ

れはぜひ書いていただかないと、システムが崩れてしまう。 

○事務局（天田） まず最初のＪＢＩＣで行っていたものとの違いというところでござい
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ますけれども、確かに今回、円借款、有償資金協力に関しましてもＪＩＣＡの技協、無償

と一緒になりまして、その中で新しいプロセスとして、審査助言機関による助言、あるい

は審査助言機関に対する報告という形の透明性も含めて、そこはＪＢＩＣの時代よりも大

幅に変わってきている、改善という言い方がいいのか、よりよくなってきているところだ

と認識してございます。 

 その上で、実際に協力準備調査を行わない案件についてどういった段階でどういう形で

手続を行っていくのが適当なのか。環境レビューになってまいりますとかなりプロジェク

トの実施に近づいてきているところでございますので、ここはやはり何らかの御助言を得

てやっていくことだと。上流の方で得て、それをプロジェクトの中に反映していくという

のが妥当だと考えてございます。 

○原科座長 助言という位置づけにするのがどうしてまずいのか、よくわからないのです。

もう一回言いますと、ＪＢＩＣは国際金融と両方ありましたので、双方を合わせるために

どういうことをやったかというと、当初の議論では常設の助言機関をつくるという議論を

していました。ところが、国際金融の事情もありますので常設はいろいろ難しかろうとい

うので、必要に応じて助言の委員会をつくるという規定になっていました、過去に。これ

は御存じのとおりです。ですから、その場合の位置づけはあくまでも助言なのです。単な

る報告ではなくて、特別にアドホックに助言機関を設けるという規定にしました。その考

え方から言えば、当然この段階で助言じゃなければおかしいのです。だから、常設にして、

なおかつ助言というので整合すると思います。 

○事務局（渡辺） この点は御指摘を踏まえて検討させていただきたいと思います。単純

に言えば、環境レビューに使う文章についての助言というのをどういう段階として考える

のかということも出てくると思いますので、満田さんに御指摘をいただいたように、「準

備段階」と「実施状況」の意味をもう少し厳密にする必要があるのではないかと考えてお

りますので、さらに検討させていただきたいと思います。 

○原科座長 これは、融資にかかわるところの環境社会配慮が、透明性高くきちんと反映

できる段階で助言が入っていないと、結局そこで専門家の関与が非常に薄くなってしまう

でしょう。これはすごく大きな問題です。だから、この位置づけは助言としていただかな

いと私はまずいと思います。では、そういうことで、ぜひ御検討ください。 

 それでは、この部分はよろしいでしょうか。さらに御検討いただくことにいたします。 

 次は２．５「カテゴリ分類」です。 
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○満田委員 「カテゴリ分類」につきましては、１点コメントがございます。エンジニア

リング・サービス借款についてですが、原案では１０ページのパラ３、カテゴリＢという

ところの最後に、「なお、調査・設計等に対する円借款であるエンジニアリング・サービ

ス借款については、カテゴリＣに属するものを除きカテゴリＢとする」となっているので

すが、これは、前回、清水委員も御指摘のとおり、中間報告書においては規模・特性に応

じてカテゴリ分類をするということだったのですが、こうなっているのですね。事務局の

御説明では、エンジニアリング・サービスをあくまで調査に限定するからカテゴリＢとし

たという御説明だったのですが、私といたしましては、２つの点から見て、やはり規模・

特性に応じたカテゴリ分類を行うべきかと考えています。 

 １つ目の理由といたしましては、調査だからＢだというのは当らなくて、調査というも

のは本体事業に直結している調査でございます。例えば協力準備調査などについても、規

模・特性に応じて、協力準備調査を始める前にＡ、Ｂ、Ｃなりのカテゴリ分類を行うわけ

ですよね。また、開発調査型技術協力においても同様の作業をする。このエンジニアリン

グ・サービス借款のみ、規模・特性によらず、カテゴリＢまたはカテゴリＣだということ

は、私としては他との整合性上よろしくないのではないかと考えています。 

 ２番目の理由といたしましては、エンジニアリング・サービス借款というのは基本的に

は詳細設計なわけです。詳細設計は非常に大きな金額を使うようなことが多いわけですが、

案件に対するＪＩＣＡとしてのコミットも非常に強くなってくるわけです。また、基本的

に環境影響評価というのは、国によっていろいろな制度があるとは思うのですが、通常の

アセスの考え方に立てば、Ｆ／Ｓ段階ないしその後、Ｄ／Ｄの前には環境影響評価が行わ

れ、それが大もとに設計というものに入ってき、もちろん案件によっては設計段階でさら

に詳細なＥＩＡが行われることもあると思うのですが、基本的にはＦ／Ｓ段階だと考えて

おります。したがって、エンジニアリング・サービス借款の前にはＦ／Ｓ段階としてのＥ

ＩＡがあって、それを通常どおりレビューにかけて、Ｄ／Ｄとしての協力をしていいのか

どうかという判断を当然伴うのではないかと考えております。 

○事務局（杉本） ありがとうございます。 

 御指摘の点ですが、中間報告にもエンジニアリング・サービス借款ということで記載が

ありまして、ここで書いてあります、準備工事や用地取得・住民移転がそこで含まれるも

のもあり云々という話については、前回、そういったものについては厳密な意味でのＥ／

Ｓには含めず、今後は非常に固めの運用をしていきますという考えを申し上げました。今
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御指摘いただいた点は、基本的には、通常の案件であればＤ／Ｄは本体事業の一部として

１つのＬ／Ａなりに入っているもので、それを分けた場合でも結局踏むべきプロセスと手

順は同じだろうということかなと思います。大体のケースではそういったものに当てはま

ってくるのが多いと思っており、E／S の場合でも、調査の中で、確かにＥＩＡが当然で

きているべきものであればそれをちゃんとレビューしてという考え方があると思うのです

が、過去の事例を調べてみると、必ずしもそういったものができないケースもある。具体

的には、Ｄ／Ｄのみならず、円借款の中でボーリング調査をしたり試掘をしたりというこ

とで、詳細を決めるに当たってそれなりの規模の調査をやって、そこでサイトなりを確定

させた上で最終的にＥＩＡなり環境社会配慮の内容を固めていくといったケースがあって、

そういった場合だと事業としては大体固まっている、ただし、環境レビューに必要な情報

がその時点でそろっているかどうかということが難しいようなケースも、多数派ではなく

て少数ではあります、ケースとしては小さいのですけれども存在しまして、そういったも

のを救っていくということでは、カテゴリＢとする、又は実際調査なり試掘なりやってい

く上での必要なカテゴリ分類をということでもいいのかもしれませんけれども、何らかの

形で実際の運用として残しておく必要があるのではないかなと考えている次第です。 

 ですので、御指摘の点は、先ほどありました本体事業にも直に関連するという話と、あ

とは、事前にＥＩＡがちゃんとできるケースは当然あると思いますけれども、それができ

ないケースがあるということで、制度としての E／S を担保するような形にしたいと考え

ている次第です。 

○中山委員 Ｅ／Ｓについては本体とは違うと思うのですが、余りこれは出したくないで

しょうけれども、過去においてＥ／Ｓをやって本体に結びつかなかったというものは公表

できるのでしょうか。確かにＥ／Ｓでいろいろなスタディをして、Ｆ／Ｓをレビューした

り詳細設計をして、途上国側も状況が変わって断念したというのはあると思うのですが、

これはＪＩＣＡが持つ１つの手法だと思うのです。カテゴリＡかＢかわからないけれども、

一応Ｅ／Ｓローンをやって、その結果Ｂになる可能性もある、Ａになる可能性もある、Ｃ

になる可能性もある。そういったものを担保するという手法はＪＩＣＡさんとして何か持

っていていいなという気もするのですが、私が言った本体まで行かなかったケースという

のが大事になると思うのです。そういったことが発表できるのであれば、教えていただき

たいのですが。 

○事務局（天田） 理由がどうとかいうところはわかりかねるところがございますが、事
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実としては、私どもが借款契約を結びますと、Ｅ／Ｓ借款にしろ本体の借款にしろ、すべ

て対外的に公表しておりまして、その中で、Ｅ／Ｓ借款をやったのだけれども、その後本

体に対して借款が出ていないという事例はございます。ちょっと今、どの案件でどういう

事由でというところまでの情報は持ち合わせておりませんけれども。 

○中山委員 私が言いたかったのは、協力準備調査はかなり予算がふえたと聞いているの

ですが、全部が全部協力準備調査にかけられるわけでもない。だから選択としてＥ／Ｓと

いう、ちょっと違うのですが、これは相手国の借金ですからそうではないのでしょうけれ

ども、すべて協力準備調査というのは日本の国費でやるわけですから、ちょっと性格が違

うんです。だから、ＪＩＣＡさんとしてそういう手段があるということが大事だと思うの

です。それと環境レビューとはまた違うと思うのですが、次回でもいいのですが、そうい

うことを教えていただければ、重要な点になるのではないかと思うのです。 

○原科座長 Ｅ／Ｓ借款でカテゴリＡになり得る余地を残しておくとまずいということで

すか。これは、とにかくＡはあり得ないと。ＢかＣでしょう。残しておいても構わないん

じゃないですか。実際にそういうことが起こらないなら。Ａに分類することがあり得ると

したら、実際はゼロでもいいですよね。これだけ特例として「なお」で始めて。だから、

「なお」以下はなくていいんじゃないですか。実質的にはＢかＣしか出てこないなら、そ

れはそれで結構なことじゃないですか。満田さんはＡを外してしまうことに懸念を持って

いるのでしょう。 

○満田委員 そうですね。中間報告書の記載は、Ｅ／Ｓ借款であろうとも、事業の規模と

特性、つまり、大きい導水事業をどこかの国でつくるとか、非常に大規模で本体事業の影

響ははかり知れなかったとしても、Ｅ／Ｓ借款はカテゴリＢとして、要はＥ／Ｓ借款には

ＥＩＡだのカテゴリＡの要件を求めないというのが現行のやり方ですよね。中間報告書は

その現行のやり方ではなく、調査であろうとも、規模が大きい場合は、Ｅ／Ｓ借款をつけ

る前にカテゴリＡの要件を求めるという趣旨だと思っています。 

 今の事務局の御説明だと、さはさりながら、Ｅ／Ｓ借款をつけるに当たって準備が間に

合っていなかったですとか、その時点でＥＩＡなるものがない場合もあろうと。これは私

の深読みかもしれませんが、そのＥ／Ｓ借款の中でＥＩＡなどを行うこともあると。要は、

Ｅ／Ｓ借款でやるボーリング調査ですとか、詳細設計に基づいたＥＩＡをやることもある

ので、それをカテゴリＢとして実施して、その後に本体事業の環境レビューがあるであろ

うから、そのときに改めてカテゴリＡに分類し直して、Ｅ／Ｓ借款でつくられた環境社会
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配慮の調査をそれに活用すればいいというように私は理解したのですが、そういう趣旨で

しょうか。 

○事務局（杉本） 今の点は、必ずしも今の作業をＥ／Ｓの中でやるというわけではなく

て、申し上げたかったのは、Ｄ／ＤというよりはＥ／Ｓの中でボーリングとか試掘とかい

ったある程度大がかりな調査をやらないと、その次の環境社会配慮のいろいろな、ＥＩＡ

等も含めた作業に進んでいけないケース、数としては限られていると思うのですけれども、

そういったものが出てしまう。事業全体としてカテゴリＡになるような、例えば水力発電

施設という場合に、この案件については頭のところで調査をやる必要があるとなると、カ

テゴリＡであると。ただ、カテゴリＡだと環境レビューが求められるけれども、プロシー

ジャーの中で、Ｅ／Ｓをやろうという段階ではそういったものがまだできていない、Ｅ／

Ｓの中での調査を踏まえて固まっていくというようなケースにおいては、頭でカテゴリＡ

のレビューを求めると仕事としてその先に行けなくなってしまうということが起きてしま

う。なので、ここではカテゴリＢの中に「なお」ということで書いていますが、そういっ

た形で仕事を進めていけるような形を担保しておく必要があるということで書いています。 

 ですので、先ほどおっしゃられた、本当はＥＩＡがあるべきなのに間に合っていなかっ

たので、とりあえずそこでＥ／Ｓを出して時間稼ぎをして、その中でつくりましたみたい

なことは、ある意味本流ではないので、基本的には E／S を固く運用するという中ではそ

ういったことは外れていくという認識なのですが、そうではなくて、その中で実際にいろ

いろと調査しないとその次に行けないというものを念頭に置いてこういった制度自体運用

していく必要があるかなと思っています。 

 また、中間報告書の中でなぜそういう分類をするかという理由として書かれている点と

して、１番目に書かれている、実際に本体工事に含まれるような工事をＥ／Ｓ借款の中で

やってしまうようなケースについては、それは E／S としての運用から外すことで考えて

います。また、２番目にある「Ｅ／Ｓ借款の段階からカテゴリ分類を示すことで相手国政

府による適切な環境社会配慮を促す」云々という話は、当然、そういう大きな案件であれ

ば、もし本体借款を要請するのであればこういうことが必要だということは、実際の実務

的な話し合いの中ではやっています。あとは、思いつきですけれども、環境レビュー結果

を出すようなときに、これはＥ／ＳでカテゴリＢだけれども、本体についてはこういう案

件でカテゴリＡが想定されるとか、例えばそんな関連情報を一緒に出していくようなこと

も手段としてはあり得るかなとは考えています。 
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○原科座長 今、中間報告のことを御紹介になりましたので、ちょっと読み上げます。 

 「Ｅ／Ｓ借款については、準備工事や用地取得・住民移転が相手国政府によって行われ

ることがあること、またＥ／Ｓ借款の段階からカテゴリ分類を示すことで相手国政府によ

る適切な環境社会配慮を促す必要があることから、Ｅ／Ｓ借款の対象となる本体事業の規

模・特性により、カテゴリ分類を行う」。これが中間報告の記述です。今の部分で、前半

の「準備工事や用地取得・住民移転が相手国政府によって行われることがあること」とい

うのはもうこれからは対象にしないということですね。過去はそうだったけれども、これ

からはそうではないということですね。ただ、後半に関しては、「適切な環境社会配慮を

促す必要がある」ということは、こういう方法でなくてもいけるだろうということですね。 

 今の御説明はよろしいですか。 

○満田委員 実は納得していないのです。エンジニアリング・サービスを行う事業という

のはある程度大きな規模の事業であることが多いと私は認識しているのです。可能な限り

早期の段階から環境社会配慮を行うという建前に立てば、Ｆ／Ｓの段階である程度の環境

社会配慮に係る調査をして、それをプロジェクトの計画ですとかＤ／Ｄに反映させていく

というのが王道なのかなと思っているのです。旧ＪＢＩＣであればいざ知らず、新ＪＩＣ

Ａにおいては、例えば協力準備調査というツールも持っているわけですよね。ＳＡＰＲＯ

Ｆも―ＳＡＰＲＯＦは協力準備調査に統合されたわけですが、そういったツールを持っ

ているので、エンジニアリング・サービス借款にかける事業の環境レビュー段階でカテゴ

リＡにして困った、進まないというのは私は想定できないですし、仮に環境社会配慮に係

る情報がない、ＥＩＡに相当するような調査がないというのであれば、詳細設計は待って、

協力準備調査なり相手が準備するのを待つなりやって次のステップに進むのが王道なのか

なと。もちろん、いろいろなツールがあった方がいいと、いろいろな事情が想定されるか

らとりあえずＥ／Ｓ借款で、言葉は悪いのですが、逃げておいて、そこで思い切り調査を

やってということもあるのかもしれないのですが、Ｅ／Ｓ借款でつける金額の大きさとか

も考えますと、やはりそれはコミットする前に何らかの、ボーリング調査をやってすごく

詳細なＥＩＡをするというのでなくてもいいのですが、Ｆ／Ｓ段階でのＥＩＡはやはりあ

ってしかるべきなのかなと思っているのですけれども、どうなのでしょう。Ｅ／Ｓ借款に

進みながらやらなくてはならないというクリティカルな事情があるのであればさておき、

どうもそこら辺が納得がいかないのです。 

○事務局（杉本） 何回も同じことを繰り返してしまいそうなので、もしよろしければ別
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途打ち合わせさせていただいてもよろしいでしょうか。 

○原科座長 では、これは対応策をさらに考えていただいて、しかるべき対応を。 

○事務局（杉本） 対応策を検討させていただきたいと思います。 

○原科座長 では、そういうことでお願いします。 

 ２．５「カテゴリ分類」に関して、ほかにございますでしょうか。 

 もしよろしければ次に参りますが、よろしいですか。―失礼、もう１つありました。

政策借款がありましたね。政策借款に関して、内容に応じてカテゴリ分類を行うことを明

記すべきであると。これは中間報告書にやはり記載しております。中間報告書は２３ペー

ジに出ていますけれども、「政策借款は、現行ＪＢＩＣガイドラインの実施状況確認調査

によれば、全てのプロジェクトがカテゴリＣに分類されている。しかし、政策借款におい

て、相手国政府の土地・森林政策、環境計画作成プロセスなどの改善を条件に融資を供与

することもあり、このような場合には、相手国の政策変更による環境社会影響について、

環境レビューの対象とする。具体的には、政策借款について、大きな環境社会影響を及ぼ

しうるものは、カテゴリＡないしＢと分類し、環境レビューの対象とする」、そのような

記述が中間報告の内容です。ということで、そのことを明記するべきであるということで

すが、これはどこに書きますか。 

○事務局（杉本） その点は、現行ＪＢＩＣガイドラインですとただし書きということで

例外で書いていたのですが、そこはすべて削除して、今はＥ／Ｓは書いてありますが、そ

れ以外は例外の規定は外してしまいましたので、特にそういったことは考慮せず、純粋に

案件の中身を見て分類していこうということで書いています。特に政策借款とも書いてい

ないのですが、特にプロジェクト借款とも書いていないので、ＪＩＣＡによる事業につい

ては一律この原則でもってと考えています。 

○原科座長 そうしましたら、９ページに戻っていただいて、「カテゴリ分類」の１番の

ところで「ＪＩＣＡは、プロジェクトを」と書いてあるので、それで政策が入っていない

というようなことになったのだと思うので、この表現を工夫した方がいいのかな。「ＪＩ

ＣＡは、プロジェクトを、その概要、規模、立地等を勘案して、以下に示すように」。こ

れはカテゴリ分類の対象はプロジェクトだと言っているわけですね。だから政策借款を明

記した方がいいという意見だと思いますけれども、この表現を工夫しますか。「プロジェ

クト等」にするかな。 

○事務局（杉本） 表現ぶりは検討いたします。ただ、現行ＪＢＩＣガイドラインでも、
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「本行は、プロジェクトに関する環境レビューを開始する際に」云々ということで頭に書

いてありまして、その意味では、プロジェクトということで大きな意味で対象の案件を含

んでいると考えていたのですけれども、何らかの方策があるか、検討させていただければ

と思います。 

○原科座長 「協力事業」という表現でいいかもしれないですけれども。どうなのでしょ

う。 

○事務局（杉本） 包括的な意味が入るような。 

○原科座長 「案件を」とかね。 

○ＪＩＣＡ（岡崎） 先生、このガイドラインでは、プロジェクトの定義として、ＪＩＣ

Ａが協力を行う対象の事業は全部プロジェクトという定義をしています。 

○原科座長 そういう定義になっていますか。 

○ＪＩＣＡ（岡崎） はい。ですから、インベスタメントプロジェクトだけと限定はして

いないので、それは読めるだろうと思います。 

○原科座長 そういうことであればよろしいですね。 

 プロジェクトはどこに書いてありましたっけ。定義の３ページのどこですか。 

○事務局（上條） ３ページの４番です。 

○原科座長 ちょっと確認しましょう。３ページの４番。そうですね、書いてありますね。

失礼しました。 

 では、今、岡崎さんから御指摘がございましたようなことですので、よろしいのではな

いでしょうか。いいですか。どうもありがとうございました。 

 そうすると、今のところ例外はＥ／Ｓ借款だけで、その例外も外してもらいたいという

御意見ですね。では、その点御検討をお願いしたいと思います。 

 それでは、「カテゴリ分類」は以上でよろしいでしょうか。 

 では、次に参ります。２．６「参照する法令と基準」。１０ページの一番下のところか

らです。これに関しまして御意見をいただいておりますので、御説明をいただきます。 

○高橋委員 これに関しては、前回、「大きな乖離がないことを確認する」ということで

はなくて、中間報告書に従って「適合」という言葉遣いに戻すべきではないかということ

で議論させていただきました。ＪＩＣＡさんからは今回も、「適合しているかどうかを確

認する」に戻すとなっていたので、その点に関しては私たちの意見を踏まえて頂けるもの

と思っていましたが。違いましたでしょうか。 
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○原科座長 では、ＪＩＣＡから御説明をいただいた方がいいですね。戻すという議論に

対してのレスポンスが下に書いてあるところの御説明をお願いします。 

○事務局（上條） この戻すというのは、私たちが戻すというのではなく、そういう御意

見があるということでして、それについて私たちは前回も御説明したのですけれども、英

語の表現に合った和訳がいいと。「適合」はここで言う expected というところが抜けて

しまうと思っていまして、「適合」ということだけしか読まない方も多くなると想定され

るものですから、もう少し幅のある日本語の表現が適当ではないかと思って幾つか書いて

みたのですけれども、「沿う」とか「対応する」とか「基づいている」とか「踏まえてい

る」とか。ただし、これもかなりあやふやな言葉ですので、例えば「大きな乖離が無いこ

と」を括弧として書いておくとかいう表現ぶりであれば、この英語の表現に合うのではな

いかという提案です。 

○原科座長 満田委員、どうぞ。 

○満田委員 これは単なるクラリフィケーションとしてコメントさせていただきたいので

すが、前回の委員会で、ＪＢＩＣが、まだドラフト段階ですが、「適合」という言葉を用

いたその背景といたしまして、expected to meet の和訳としてＪＢＩＣは「適合」という

言葉を使ったのだという認識を示されたのですが、これは実は当時の記録を見てみますと

違いまして、ＪＢＩＣとしては、ＯＥＣＤのコモンアプローチの中で、国際基準の、それ

までは benchmark とかそんな感じの言葉を使っていたのを、expected to meet というよ

り一段階上げたことを踏まえ、かつ、ＪＢＩＣとしてはもう一歩踏み出して、「遵守」ま

ではいかないが、コモンアプローチの expected to meet より一歩踏み出した表現として

meet という言葉を使いたいと、すなわち日本語にすると「適合」なのかなと、そういっ

た文脈のことを御説明されていました。 

 最終的なＪＢＩＣガイドラインとその英文というのはまだ公開されていないので、とは

思うのですが、恐らくセーフガードポリシーとの適合、あるいは英訳では meet という言

葉を使うのかなと私は…… 

○原科座長 では、expected to は取ってしまう？ 

○満田委員 ＪＢＩＣの方の御説明によると、コモンアプローチよりは一歩踏み出して

meet という言葉を想定しているとおっしゃっていました。 

○原科座長 そうすると議論の前提が変わってきますね。meet であれば「適合」でいい。 

○ＪＩＣＡ（岡崎） この文案をつくるに当たって我々が一番ベースにしたのは中間報告
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そのものでありまして、中間報告の文章は、comply と refer、その間の言葉として

expected to meet というのがあって、それに「適合」という言葉が使われていて、その

「適合」というのは、日本語の辞書でも、私の感覚でも、「ぴったり合う」という意味だ

ろうと思われるので、独立した機関であるＪＩＣＡとして、他の機関の、かつ我々の意向

に関係ないところで変わり得る基準にぴったり合うことを求められるのは厳しいなと申し

上げたのです。ですから、例えばきょうの満田さんのこの御提案を見て、「適合を確認す

る」というのは、これはまだ中で検討していませんけれども、「適合状況を確認する」と

いうようなことでもいいのかもしれません。ただ、いずれにしても、世界銀行がいかにこ

の世界でリードしている開発金融機関であるとはいっても、他の機関の基準にぴったり合

っていることを求められるのは我々としてはいささか厳しいということを申し上げていま

す。ですから、決して後ろ向きなことを言っているつもりはありません。我々も世銀のセ

ーフガードポリシーがどういうものであるかというのは常日頃から研究していますし、世

銀のスタッフとも意見交換をしています。ただ、一方で、ＪＩＣＡとしては、このガイド

ラインが一たびでき上がると、いずれ途上国の人から、ＪＩＣＡのプロジェクトがＪＩＣ

Ａのガイドラインに違反していると言って異議申立が起きるということも想定しなくては

いけないわけです。そのときに、ＪＩＣＡのガイドラインに世銀のセーフガードポリシー

が載っていて、異議申立の方が、世銀の人がどう見るか世銀の人に聞いてみようとか、途

上国の方で世銀の人に聞いてみたところ、もし世銀であったら違反しているねと言われか

ねないようなものなので、その採用として１００パーセント適合を求められるのは厳しい

なと、そういうことを申し上げています。 

 もしＪＢＩＣがこの中間報告書に書かれている内容以上のものを求めている、すなわち

世銀のセーフガードポリシーに meet することをＪＢＩＣの条件としてやるのであれば、

それはＪＢＩＣの方針なのだろうと思うのですが、非常に高いものを求める、要するに

expected ではなくて meet ということそのものを使って、かつそれが「適合」というこ

とになるのであれば、我々からすると本当にそこまでできるのかなという気がいたします

が、それは他の機関のことですのでコメントは控えたいと思います。 

○原科座長 ただ、中間報告では expected to meet という言葉は書いていないと思いま

すけれども。expected to meet というのは議論の中で出てきた表現だと思います。私が書

いた表現は、「一方、新ＪＢＩＣガイドライン案においては、参照すべき国際基準につい

て具体的に規定され、また適用度合いも「参照」から「適合」に変更されている。ここで、
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「適合」は遵守ほど強くは無いが、「参照」よりは強いものと想定されている」という表

現です。expected to meet という表現ではありません。 

○満田委員 これは何か表現上の問題というのがかなり強いのかなと思っておりますので、

事務局の検討にお任せいたします。 

○原科座長 岡崎さんがおっしゃったように、確かにぴったり合えばいいというものでも

ないということも確かにありますから、その辺をうまく表現していただきたいですね。 

○中委員 一言だけ発言させてください。今議論しているのは新ＪＩＣＡさんのガイドラ

インであって、新ＪＩＣＡさんが主体性を持って最終的に判断されるべきと考えます。世

銀さん他先進的な事例について、「参照」されるか、「遵守」までいかない「適合」とさ

れるかに関しては、議論は必要と思いますが、最終的には新ＪＩＣＡさんが判断すべきと

考えます。私は弁護士ではないので文言の定義など法的問題は詳しくありませんので、文

言の定義については新ＪＩＣＡさんの法務部さん等で御検討していただきたいと思うので

すが、ガイドラインの主体はあくまで新ＪＩＣＡさんだという点を踏まえて今後議論して

いかれるよう希望します。 

○原科座長 そうですね。私もそう思います。ただ、ここの「適合」というのは基準に対

する適合ではなくて、ポリシーの適合だから、そもそもアバウトな関係だという感じがし

ますけれど。その辺も加味しないといけないと思います。 

○吉田副座長 私は、言葉の問題というよりもむしろプライドの問題があるのだろうと思

っているのです。 

○原科座長 世銀以上にすると。 

○吉田副座長 以上というか、以下というか、なかなか難しいのですけれども、例えば世

銀では、余り詳しくモニターしているわけではないのですけれども、例のカントリーシス

テム。インターネットによると、メキシコでは世銀のスタンダードを下げて、メキシコの

スタンダードに合わせるという事態が起きている。そういうパイロットスキームを今やっ

ている最中ですよね。それに応じて向こうががらっと変わってしまったら、プライドのあ

るＪＩＣＡはどうなってしまうのと、むしろそちらの方を私は心配しているのです。です

から、そこはもうちょっと慎重に、あるいはプライドを持って、我々はこう思うからこう

するのだ、たまたまそれが世銀と基本理念において一致するからそうなのだという説明の

仕方の方が国民は納得すると思います。 

○原科座長 ただ、今の点は、ポリシーとそごがあった場合。フィリングギャップで補う。
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本当は世銀よりスタンダードを上げたかったのだけれども、妥協してそうなったと思いま

すから、ポリシーについてはしっかりやることだと思います。 

○千吉良委員 結論として「適合」という言葉を使うかどうかというのはＪＩＣＡさんに

お任せしたいと思うのですが、現場に携わる人のことを考えると、余り難しい言葉は使わ

ない方が、わかりやすい言葉でみんなが共通言語で議論できる方が実務的には前に進みや

すいのかなと思っていまして、仮に「適合」という言葉を使う場合は、冒頭の定義のとこ

ろに、「適合」というのはこういう意味ですというのを詳しく書いてもらった方が実務的

にはやりやすいと思っています。 

 あと、もう１つ思っているのは、ＪＢＩＣはＪＢＩＣです、ＪＩＣＡはＪＩＣＡですと

いう説明は、何となく私には、どうしてこういうところで違いが出てくるのかなというの

は思うので、やはり整合性というものを、もちろんきちんとした説明ができればいいので

すけれども、そういうところも気にしてやっていただきたいなとは思います。 

○小林委員 「適合」という表現について、これまでも随分説明なり議論があったように

思いますけれども、先ほどの説明にもありましたように comply と refer という言葉の中

間をとったようなものとして考えられたということもありますし、中間報告の中でもこの

ような表現をとられているということ、それと、今の話にもありましたように、新ＪＢＩ

Ｃのガイドライン案で「適合しているかどうかを確認する」という表現がとられていると

いうことも十分考慮に入れて新しいＪＩＣＡのガイドラインにおいても表現を考えるべき

なのかなと思います。 

○高見委員 一言だけ言わせてください。「大きな乖離が無いこと」というところを括弧

で残すという御提案をされているのですけれども、これは見かけの問題というのはあるか

もしれませんし、言わんとしていることは私も理解できるのですが、それをそのまま本当

に「大きな乖離が無いこと」という言葉を言葉として書くかという感じは正直あるのです。

ぴったり適合しなくてもいいということを言葉で書くなら、その必要もないと思いますけ

れども、だからといって「大きな乖離が無いこと」という表現もどうなのでしょう。ユー

ザーの立場からしても判断に戸惑いを感じさせるような表現ではないかなという感じが若

干いたしますので、そこも考慮していただければと思います。 

○原科座長 なるほど。そうすると、この場合、例えば「沿う」と使う場合には、「プロ

ジェクトが世界銀行のセーフガードポリシーに沿ったものであることを確認する」という

表現で、括弧は要らない、「大きな乖離は無いこと」というのは書かない方がいいという
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御意見です。 

 では、これはなかなか難しいですけれども、さらに御検討いただくことにいたしたいと

思います。 

○吉田副座長 追加的なのですけれども、ちょっと私も確認したのですけれども、セーフ

ガードポリシーというのは１０項目あります。「害虫管理」とか「物質的文化資源」、

「森林」、「ダムの安全管理」、「国際水路」等、すごいいっぱいあるのです。それで、

ここの言いぶりは「環境社会配慮等」と「等」が入っている、かつ、世銀のセーフガード

ポリシーといったらこの１０項目が全部入ってしまうので、「適合する」と言ってしまう

と、本当に大丈夫と、現実的にはすごい心配になった。そういう気がしたものですから、

余り強い言葉は使えないな、ＪＩＣＡにもプライドがあるし、資源の制約もあるしという

ことで、私の意見を申し上げました。 

○中山委員 今気がついたのですけれども、２．６のタイトルは「参照する法令と基準」

になっていますね。ここでは「参照」となっていて、強い表現を使っても何をしてもこの

参照という言葉が結構生きてくるので、私はＪＩＣＡさんにお任せしていいのかなという

気はいたします。 

○原科座長 では、この議論はこのあたりにいたしましょう。表現についてはさらに検討

していただくことにいたします。 

 では、次に参ります。２．７「社会環境と人権への配慮」に関しては特に御意見はあり

ますか。 

○高橋委員 済みません、似たような議論になってしまうと思うのですけれども、確認だ

けしたいのですが、１点だけ。 

 私たちからの提案の中の１つとして、オリジナルというか旧ガイドラインにあった「条

約」とか「宣言」という言葉がここでは落ちているということについて、それを載せない

積極的な理由がもしＪＩＣＡの方であれば教えていただきたいということです。 

○原科座長 そうですね。「国際的に認知された基準」だけで切っていますね。前は「国

際基準・条約・宣言等」と。これは大事なことですね。 

○高橋委員 なぜそのことにこだわっているかというと、援助の質に関する『パリ宣言』

でも説明責任の重要性や情報公開のことがかなり強く言われるようになってきています。

そういう中で、先ほど原科座長がおっしゃったように、ここはチェックリストをどうしよ

うという話よりも、むしろポリシーだとかに関する部分だと解釈した上で、このグレーに
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なる部分をより積極的に高めていくように努力していくという姿勢を示すように書くべき

部分でもあるのかなと思っています。確かに政治的な側面があるかもしれませんが、そう

いう条約とか宣言みたいなものについても積極的に配慮していくような姿勢を示すものの

方がいいのではないかと思っている次第です。 

○原科座長 これはいかがでしょう。そうですね。そうやって見ると過去の表現の方がい

いような感じもしてくるけれども、この辺はいかがでしょうか。「条約・宣言等」という

のを外してしまったのは。これは入れておいておかしくない。 

○事務局（上條） これは、ＪＢＩＣのガイドラインの案で今使われている文章をベース

にしたというのが理由です。この３パラのところは、現行のＪＩＣＡのガイドラインの表

現ではなくて、ＪＢＩＣの方を持ってきたと。 

○原科座長 だから、ＪＩＣＡのを持ってくれば。それは別に意識して外したのではなく

て、そのようなことだったのではなかったかと。 

○事務局（上條） 高橋さんがおっしゃるような意識は特になかったのですけれども。 

○原科座長 では、今の議論で皆さんが必要だと言えば、国際基準だけではなく、「条

約」、「宣言」も加えていいわけですね。ただ、この文章の中に入れるのはおかしいのか

な。条約や宣言だったら上の方ですね。真ん中の文章と違って、左側の現在の案では文章

が２つに分かれていまして、「ＪＩＣＡは、環境社会配慮等に関し、プロジェクトが世界

銀行のセーフガードポリシーと大きな乖離がないことを確認する」となっていますけれど

も、その部分に「条約」、「宣言」を入れた方がいいのかな。基準というのはより具体的

な話だから、それを２つに分けたのですね。ポリシーに当たる部分で「条約」や「宣言」

を入れた方がいいということになりますかね。 

○事務局（上條） 高橋さんとまた相談します。 

○原科座長 では、これは文言の検討を高橋委員と御相談いただいてお願いいたしたいと

思います。よろしいでしょうか。 

○高梨委員 １点だけ申し上げたいのですけれども、先ほど吉田委員がおっしゃられたと

おり、ではこれを具体的にどう担保するかというのが我々の今の悩みです。世銀のセーフ

ガードポリシーだけでも１０項目あって、その内容も非常に多岐にわたって、さらに宣言

と条約まで入ってくる。そうすると、１件ごとの環境社会配慮の調査の中で、これがそれ

に適合、言葉は別にしても、ミートしているかどうかをどう担保するのかというのが我々

現場からすると難しいのです。言うのは簡単ですけれども、では一体どこまでカバーする
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のか。極端に言うと、恐らく比較表をつくって、現状の途上国のガイドラインはここです、

それに対してこうですというようなことまでやるとなると、それだけでも１件のプロジェ

クトになってしまうような気がして、環境ガイドラインでセットしたときに一体ここをど

う具体的に実施するかと。これは私どもで今ＪＩＣＡさんにお願いしているところなので

す。それこそマニュアルではないですけれども、ガイドライン的に。書くのはいいのです

けれども、実際に現場の調査のプロジェクトの中で、どう報告書の中で担保するのかとい

うところがしっかり明記されないと、言葉だけのあれになってしまうということを心配し

ています。 

○原科座長 では、そういうことも含めてお考えいただきたいと思います。「確認」とい

う表現がなかなか……。そういう意味では、「適合」と言ってしまうとなかなかチェック

が難しいということになります。その辺も勘案して表現を。 

○高橋委員 私はこのパラグラフをこう読んだのです。つまり、世銀のセーフガードポリ

シーに関しては「適合」という言葉の方がいい、でもほかの部分に関しては「参照」ぐら

いにして、少し濃淡があるなと読んだのです。私が意識していたのは、条約とか宣言はむ

しろ「参照」という後段の方に入るのだろうと思っていまして、「適合」までは考えてい

ませんでした。 

 それで、なぜそこをあえて言った方がいいと思ったかというと、条約とか宣言というの

は割と一般的な表現であるし、ポリシーみたいなのを示すものが多いものですから。とい

うのは、その後半の方で「相手国等に対話を通じて働きかけを行い」と書いてあって、つ

まりこの部分をどやって相手国に必要なことをやってもらうかというところにおいてＪＩ

ＣＡとしてもツールが絶対必要だろうと思っているのです。そのツールがこのガイドライ

ンであり、そういう意味においても、必ずしも後ろ向きにＪＩＣＡ自身がそういうことを

しなければいけないというコンプライアンスの観点だけではなくて、相手に条約や宣言を

リマインドさせながら、こういうのがありますよね、なぜそういうことをしないのでしょ

うかという対話を進める意味においても、関連する条約や宣言を積極的に入れた方がいい

のではないかと思っていた次第です。 

○原科座長 では、「適合」というようなレベルの話ではなくて、「参照」という表現で

２つ目の文章に入れると。 

○高橋委員 ２つ目の後半に。 

○原科座長 では、そのようなことでさらに御検討ください。 
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 ほかにございますでしょうか。 

○吉田副座長 余り自分でもきちんと整理して言うわけではないのですけれども、今の高

梨委員の発言から言うと、こういうガイドラインの中にまたほかをリファーしたりすると

いうのは、使う側にとっては、特に業務をする方にとってはとんでもない負担になってし

まう。むしろ、このガイドラインは、世銀のポリシーとかＯＥＣＤのＤＡＣのあれとか、

最近のローマ、パリ、ガーナの宣言等、そういうものを踏まえて作成されているというこ

とを出だしに言ってくれると、使う方も安心して、それならガイドラインを使っていけば

自動的にそういう宣言にもコンプライするのだと、そういう形になるような気がするので

すけれども、おかしいですかね。使う側の立場に立ってみると、そこまで要求したら、コ

ンサルタントの方はたくさんお金をもらえればきっといいのでしょうけれども、ちょっと

大変かなと。むしろ最初の方で基本事項か何かに、このガイドラインはそういうことを踏

まえてつくられているという言い方にした方がいいのではないかなという気がしてきたの

です。それも検討していただければと思います。 

○原科座長 それは２．６を「基本的事項」の方に移すという話ですね。そうすると随分

話は変わってくると思いますね。「定義」の前かな。「理念」の次に。 

○吉田副座長 つけ加えると、もう１つ、調和化とかハーモナイゼーションというのがず

っと議論されていて、使う側の途上国にとっても、最初にそういうことが書いてあると安

心して使えるのではないかと思うのです。そんな気がしました。 

○清水委員 今、吉田先生がおっしゃったように、前段の部分に、そういう趣旨で、それ

らを踏まえてこのガイドラインはつくられたものであるということを書くことに異存はな

いし、そういう方向性もあり得るだろうと思うわけですが、一方、今の御指摘ですと、３

の部分のほかの基準を参照するというところまで削ってしまうという御提案だったと思う

のですけれども、私はこれはこれで残しておくべきだと考えています。確かにユーザーに

とって一体どれくらい使いやすいのかという部分について課題は残りますが、一方、ＪＢ

ＩＣあるいは、世銀のポリシーがどう書いてあったかは忘れましたけれども、ほかの機関

のこういったセーフガード政策なんかを見ても、グッドプラクティスを参照とするという

ことは幅広く書かれているわけですし、あえてＪＩＣＡにおいてこの文言を削るというの

は、先ほどおっしゃったハーモナイゼーションということからもよろしくないのではない

かと思います。ただ、実施上の問題は残る部分もあるということは理解いたしますので、

それについてどうするかという議論はまた必要なのだろうと思います。また、そういう議
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論が必要なのであれば、これまでどのように実施してきたのかということについてもレビ

ューが必要なのではないかと考えます。 

○原科座長 項目を移すのは大きなことなので、よく考えた方がいいと思いますけれども、

ただ、世銀のセーフガードポリシーとの関係で言うと、「適合」ではやはり強過ぎるとい

う御意見が多いので、これは変えた方がいいと思うのですけれども、そうすると、セーフ

ガードポリシーで言っている趣旨に沿ったということが大事だと思うのです。そうなると

理念の部分に入れてもいいような感じもしますので、この文章だけは移す手もあるかなと

思います。 

○満田委員 今の座長のまとめに賛成で、セーフガードポリシーについては、先ほど事務

局側が文言を検討するとおっしゃっていましたので、この部分については御検討にお任せ

したらどうかと思います。 

 一方、現行のＪＢＩＣでもＪＩＣＡでも、国際基準の参照という言葉、グッドプラクテ

ィスの参照、これが必ずしも―確かにＪＢＩＣ・ＪＩＣＡのガイドラインは包括的な内

容になっているのですが、一方で、具体的な、何か汚染物質の確認ですとか、個別のイシ

ューを確認していく際に、実務的にはいろいろな国際基準と照合したりするわけで、Ⅱは

基本的なスタンスを書いている部分ですので、これはこのまま残すべきではなかろうかと

思いました。 

○小林委員 世銀等の基準との適合というのでしょうか、整合性というのでしょうか、そ

れに対する配慮ですけれども、吉田先生あるいは原科先生のおっしゃったような形で基本

方針の方に持っていくというのも確かに１つのあり方なのかなとも思うのですけれども、

国際金融機関なり開発援助機関の環境ガイドラインのあり方が世界的に統一されるような

形で議論されている中で、ＪＢＩＣのガイドラインにおいて、世銀のスタンダードとの整

合性のところの位置づけが基本方針の方に書かれるということで、よその国の援助機関な

どの環境配慮のあり方とＪＩＣＡのやつはどうも違うのではないかと今後見られなければ

いいかなとちょっと懸念します。 

○原科座長 そういう懸念が生じないような表現でやらないとまずいということですね。 

○小林委員 そんな気がするのです。 

○原科座長 そうすると、例えば、２ページの「理念」のところを見ていただいて、これ

は今までと同じです。修正はありません。一番最後に、「このような考えの下、ＪＩＣＡ

は、協力の実施にあたって環境や社会面に与える影響に配慮する」とありますね。恐らく
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その最後に、「このために、世銀のセーフガードポリシー等に沿った形で」云々みたいな

形でくっつけたらどうですか。よく見えるところに書かないと、おっしゃるような懸念が

ある。ハーモナイゼーションという意味ではね。 

○ＪＩＣＡ（岡崎） その辺は、今いろいろなことが議論されているので、整理して事務

局の方で考えたいと思うのですが、セーフガードポリシーというのは、我々今こうやって

議論していますけれども、実際には世銀のオペレーショナルポリシーなのです。世銀のス

タッフ向けのマニュアルになっているものなのです。そのこととパリ宣言やアクラ宣言で

議論されているようなこととはかなりレベルが違う、要するに政治的なところで宣言され

ていることと世銀のポリシーというのはやはり乖離がありますので、どこにどれを書いた

らいいのかというのは分けて考えた方がいいと思うのです。 

 今の国際的な議論の趨勢は、先ほど吉田先生から御紹介がありましたけれども、このよ

うにいろいろなところでばらばらな基準があるけれども、究極的には途上国の基準を高め

て、途上国の基準をコンプライすればそれでいいじゃないか、そっちにみんなで持ってい

きましょうというのが流れとなっています。だけどそれは一体いつなのかということがわ

からないから、その途中過程で各機関が自分たちの基準を設けています。 

 メキシコの例もありましたように、インドでもそうですが、パイロットケース、パイロ

ットプロジェクトということで世銀がやっているのは、この国のこの機関であれば、その

機関の基準をクリアしていればいい、したがって世銀の基準のチェックはしないというこ

とにしましょうというのを今ようやくやり始めて、その結果が我々にレポートされている

ような段階なのです。まだ本当にパイロット段階です。ただ、目的としては、途上国の基

準と国際機関の基準にギャップがないようにしましょう、できればそれを一本化させまし

ょう、途上国の基準をきちんと守っていればほかの基準を持ってこなくても大丈夫なよう

にしましょうというのが、いろいろなところで宣言されているカントリーシステムの究極

のゴールなのです。 

○原科座長 そのカントリーシステムというのは、誤解があるとまずいですね。各国が勝

手にやればいいとなりがちだから。そうではなくて、これは性能要件と仕様要件みたいな

ことで、性能に対してはやはり共通なのです。ただ、仕様要件については国々の社会的・

文化的背景の違いがある。そういう意味では基準はむしろ性能よりも仕様で決められてい

る場合が結構ありますからね。そういう違いと見た方がいいと思います。パフォーマンス

はやはりある水準を満たす。 
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○ＪＩＣＡ（岡崎） ですから、パリ宣言とかアクラ宣言とか、あるいは調和化の問題と

か、そういうのは「序」とかに、これは我々も余り手を入れたくなかったですけれども、

依然としてスタートのところは９２年のリオ宣言にまでさかのぼっているわけですよね。

ですけど、今、ふだん議論していてリオまでさかのぼることはほとんどありませんし。 

○原科座長 そうでもないですよ。 

○ＪＩＣＡ（岡崎） ただ、我々のふだんの議論では、今一番新しいところで何を議論し

ているかというところに行くわけです。一方で、実務的には、途上国で環境社会配慮の審

査をするときには、ローカルの基準にコンプライしているかどうかは当然チェックするわ

けです。コンプライですから。それと同時に、同じセクター、プロジェクトで、世銀がど

ういう基準を求めているか、基準が合致しているかどうかをチェックし、合致していない

場合には、なぜ合致していないのか、合致しなくても大丈夫なのかということを調べるわ

けですが、実務面で我々がよく使っているセーフガードポリシーを「序」とか基本的な考

え方まで格上げするのはちょっとどうかなという気がします。 

○原科座長 なるほど。では、いろいろ議論しましたけれども、これはもとへ戻しましょ

う。いろいろ御意見をいただいて、やはりもとの形で文言の工夫をしていただくようにい

たしましょう。 

 それから、さっき申し上げたカントリーシステムのときは、フィリング・ギャップとい

う概念がありまして、世銀は世銀のスタンダード、パフォーマンススタンダードがあって、

それに対する食い違いをいかにして埋めていくか。そのときに各国のシステムをなるべく

活用しようということなのです。だから、性能は維持して、だけど仕様条件はいろいろ国

の社会・経済的な背景が違いますので、それは各国がやりやすいようにしたいと、そのよ

うに私は理解しております。去年のＩＡＩＡの大会で、世銀のスティーブン・リントナー

さんがチェアしてそういう議論を随分しました。フィリング・ギャップというのはキーワ

ードだと思っております。 

 もう４時を過ぎてしまいましたので、ここでストップしましょうか。 

 ２．６まで来ました。ここでストップして、次回は２．７から始めたいと思います。皆

様に御協力いただいて、きょうは１１ページまで来ました。かなり快調なペースで来まし

た。これから先は大変かもしれませんけれども、今のところは快調に来ております。 

 

（２）第２５回会議について 
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○原科座長 では、ちょっとオーバーしましたが、次回のことを確認したいと思います。

事務局、お願いします。 

○事務局（杉本） 次回の委員会ですけれども、場所は同じ場所になりまして、５月１１

日、連休明けの月曜日で、しかも朝で大変申しわけございませんが、９時半～１２時半の

３時間の予定で入れさせていただいておりますので、どうぞよろしくお願いいたします。 

○原科座長 それでは、次回はまたこの場所で、連休明けの月曜日にお会いしたいと思い

ます。 

 では、きょうは終わります。どうもありがとうございました。 

 

午後４時０７分 閉会 

 


